2016年3月10日～11日
政府 ＰＫＯで活動可能な部隊を事前登録へ
NHK3月10日 8時12分
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政府は、国連がＰＫＯ活動を迅速に始められるように設けた、活動可能な部隊を事前に登録する制度に今月から参加することを決め、道路の整備などに当たる施設部隊や、停戦が維持されているかを監視する要員を登録する方針です。
国連は、ＰＫＯ活動を迅速に始められるよう、各国がどのような活動をできるのか、より具体的に事前に把握する制度を去年設け、各国に活動が可能な部隊の登録を呼びかけています。
　この制度について、政府は、ことし１月から日本が安全保障理事会の非常任理事国を務めていることなども踏まえ、ＰＫＯ活動への協力をさらに強化したいとして、今月から参加することを決めました。具体的には、現在、　南スーダンで道路や宿営地の整備に当たっている「施設部隊」や、停戦が維持されているかどうかを監視する要員、それに、司令部で業務に当たる要員を登録する方針です。
　ＰＫＯ活動を巡っては、安全保障関連法で、住民の安全を確保するための警護活動なども新たに可能になりますが、政府は、こうした活動に当たる部隊を追加で登録するかどうかについては、今月末に法律が施行されたあと、検討する考えです。 
産経新聞2016.3.10 12:15更新 
【安倍政権考】参院選の中心で「憲法改正」を叫ぼう！　安倍首相は「在任中に成し遂げたい」と意気込むが、自民党幹部は煮え切らず…

参院予算委員会で答弁する安倍晋三首相＝３月２日、参院第１委員会室（斎藤良雄撮影）
　自民党の「一丁目一番地」ともいえる憲法改正をめぐり、安倍晋三首相（自民党総裁）と党執行部のスタンスに開きが出てきた。首相は夏の参院選での争点化に意欲的だが、党執行部は及び腰なのだ。
　首相は３月２日の参院予算委員会で、憲法改正について「私の在任中に成し遂げたい」と明言し、これまでの発言から一歩踏み込んだ。その上で、「自民党は立党当初から党是として憲法改正を掲げている。総裁として目指したい」と強調した。自民党総裁任期の延長がなければ、満了する平成３０年９月までに実現したいという強い意向を示し、参院選を通じて国民的な機運の醸成を図ろうという意欲が見える。
　一方で自民党は、３月１３日の党大会で決定する平成２８年の運動方針の最終案で、憲法改正に向けた参院選での取り組みに関する記述を原案から変更。「参院選での訴えを通じ、国民的な議論と理解を深める」として主要争点に掲げる姿勢を示していた表現から、「参院選での訴えを通じ」という部分を削除した。もちろん、緊急事態条項や環境権の創設といった具体的改憲項目にも触れていない。
　関係者によると、憲法改正が争点になって選挙戦が過熱すれば経済政策など他の重要な争点が埋没しかねないと慎重姿勢が参院側に強いうえ、連立を組む公明党が争点化に反発していることなどに配慮し、自民党執行部が修正したという。
　公明党の漆原良夫中央幹事会会長は３月３日の記者会見で、「自民党総裁としての一般論を述べた」と理解を示す一方で、「（政策や理念が）バラバラの野党に結集軸を与えることになりやしないかと心配している」とも述べ、早速、首相の前のめりな姿勢を牽制した。
　ただ、首相にも昨年９月の総裁再選直後は、参院選での争点化を避ける思惑があったようだ。昨年１１月の自民党立党６０年記念式典では、憲法改正には触れなかった。衆院憲法審査会の参考人質疑で、集団的自衛権行使容認を含む安全保障関連法を「違憲」と指摘した憲法学者の選考に携わって更迭された船田元氏の後任の党憲法改正推進本部長に、昨年１０月、憲法の“素人”を自認する森英介元法相を充てていた。
　憲法改正の国会発議には衆参両院ともに３分の２以上の勢力確保が必要だ。与党は、衆院では確保しているものの、参院では３分の２を欠く。首相が意欲を示す戦力の不保持を宣言した９条２項をはじめとする憲法の改正は、イデオロギー的な対立を招き、世論を二分するテーマであるだけに、参院選ではあえて争点化せず、与党を勝利に導くことが近道との「急がば回れ戦術」を取ろうとしていたのだろう。
　ただ首相は、今年に入って憲法改正に前向きな発言を繰り返してきた。１月２２日の施政方針演説で、「逃げることなく、答えを出していく責任を果たしていこう」と呼びかけた。２月３日の衆院予算委員会では、９条２項について「７割の憲法学者が自衛隊について憲法違反の疑いを持っている状況をなくすべきではないか、という考え方もある」と述べてもいる。
　首相の発言の背景には、世論の変化があるようだ。産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）が１月２３、２４両日に実施した合同世論調査では、安保関連法について「評価する」（４６・５％）が「評価しない」（４６・２％）を上回った。共同通信が２月２０、２１両日に行った世論調査では、安保関連法を「廃止すべきではない」が４７・０％で、「廃止すべきだ」の３８・１％を大きく引き離した。「憲法改正＝９条改正」と捕えて、アレルギーの大きかった安全保障に関する国民の意識の変化を、首相は敏感に感じ取っていたからなのかもしれない。
　ならば、参院選で憲法改正を争点に掲げればいい。運動方針案では憲法改正を争点化することに慎重な自民党執行部も、参院選公約で前面に掲げるかどうかについて検討を始めたという。回り道をしすぎれば、憲法改正のチャンスを逃しかねない。真正面から訴えた方が近道かもしれない。
（政治部　小島優）
参院予算委公聴会 外交と安全保障で２人が意見
ＮＨＫ3月10日 15時02分
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参議院予算委員会は、新年度・平成２８年度予算案について有識者に意見を聴く公聴会を開き、このうち外交と安全保障のテーマでは、去年成立した安全保障関連法や今後の自衛隊の活動を巡って２人が意見を述べました。
この中で自民党が推薦した、元統合幕僚会議議長の西元徹也氏は、「平和安全法制の制定を待つまでもなく、今後の自衛隊の活動はアジア・太平洋地域の安定化への対応やグローバルな安全保障課題への対応など、活動範囲が拡大することが予想され、自衛隊員の士気の高揚が従来以上に重要な問題だ。自衛隊員の任務や職務の特性を考慮した給与制度の新設などをしてほしい」と述べました。
　また、民主党が推薦した、慶応大学名誉教授の小林節氏は、「私は『戦争法』と呼んでいるが、昨年議論になった新安保法制に納得していない。日米同盟の強化に異論はないが、国際化とかグローバル化として日本の防衛責任が世界にのびていくことは憲法が予定していない。憲法改正論議をきちんとして、国民の承認を得てやるのが筋であり、手続き的にも内容的にも間違っている」と述べました。 
しんぶん赤旗2016年3月11日(金)

“惨劇語り９条守る”　東京大空襲７１年で追悼集会
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（写真）東京大空襲犠牲者追悼碑の前で黙とうする人たち＝10日、東京都台東区


　一晩で１０万人が犠牲になった１９４５年の東京大空襲から７１年の１０日、東京大空襲犠牲者の追悼集会が東京都台東区の言問橋（ことといばし）たもとにある犠牲者追悼碑の前で開かれました。主催は都民でつくる実行委員会。

　川杉元延実行委員長があいさつし、「言問橋では両側から逃げた人々がひしめき、風にあおられ業火（ごうか）が走り、一瞬のうちに人が焼けただれ、７０００人以上が亡くなった。いま憲法の平和主義が骨抜きにされ、９条改憲まで危惧されている。戦争の惨劇を語り継ぎ、惨禍を繰り返さないため憲法９条を輝かせ、活動を続けていく」と訴えました。

　東京大空襲を体験した２人が証言。当時１４歳だった露木直治さん（８４）は「火の海と熱風の中を家族と逃げ、やっと川沿いにたどり着いた。熱さで川に飛び込み人が亡くなり、悲鳴が聞こえた。友達も近所の人も大勢亡くなった。二度と戦争はしてはならない」と語りました。

　映画プロデューサーの山口逸郎さんは「空を見上げるとＢ２９から無数の焼夷（しょうい）弾が落とされて恐怖を感じた。家は焼けずにすんだが、学校に行くと焼け跡の所々に遺体が転がっていた。本当に戦争は恐ろしい。平和を訴えて頑張っていく」と述べました。

　参加者が追悼碑に献花しました。

しんぶん赤旗2016年3月11日(金)

「思いやり」予算の恒久化批判　衆院本会議　赤嶺氏、特別協定廃止迫る
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（写真）質問する赤嶺政賢議員＝10日、衆院本会議


　今後５年間（２０１６～２０年度）の在日米軍駐留経費負担(思いやり予算)の支出根拠となる特別協定が１０日の衆院本会議で、審議入りしました。質問に立った日本共産党の赤嶺政賢議員は、５年間の負担総額の上積みや、過去最高額の米軍再編経費といった安倍政権の対米財政支援にふれ､｢政府の対米従属姿勢を根本から改めるべきだ」と同協定の廃止を主張しました。

　現行協定は３月末で期限が切れるため、政府・与党は月内の承認を狙っています。

　特別協定は、５年間の日本側負担の総額を約９４６５億円と見込み、これまでの５年間の総額から１３３億円上積み。労務費を負担する基地従業員数も過去最高に引き上げます。

　特別協定は１９８７年度から更新が繰り返されており、赤嶺氏は、日米地位協定上も負担義務のない駐留経費をさらに払い続けることは、「事実上の恒久化に等しいものだ」と追及。岸田文雄外相は「（思いやり予算は）あくまで暫定的、限定的、特例的な措置との判断を改めて行った」などと釈明しました。

　さらに赤嶺氏は、辺野古新基地や米領グアムの基地増強による米軍再編経費の膨張、Ｆ３５戦闘機やオスプレイの地域整備拠点まで日本の負担で進められていることを指摘し、「日本の財政は米国の国防予算を肩代わりするためのものではない」と批判しました。

「国民連合」衆院選でも棚上げ＝民主に共闘呼び掛け－共産委員長
　共産党の志位和夫委員長は１０日の記者会見で、次期衆院選での野党共闘に関し、「参院選でも衆院選でも、選挙協力の協議に入る上で政権の問題はいったん横に置く」と述べ、野党各党に呼び掛けている「国民連合政府」構想への賛同を前提条件としない考えを明言した。
　衆院選小選挙区での協力をめぐっては、参院選１人区と異なり民主党が消極姿勢を示している。これに対し、志位氏は「野党５党首の合意は『国政選挙での協力』だ。当然、参院選だけではない」と指摘した。　
　自民党が野党共闘を「民共合作」と批判するビラを作成したことについては、「ちゃちな政権党の攻撃は取るに足らない。大義はわれわれの側にあるので、堂々とはね返す」と語った。（時事通信2016/03/10-18:40）
産経新聞2016.3.10 18:36更新 
共産・志位委員長、自民の野合批判に「ちゃちな攻撃」「レッテル貼り」と反発
　共産党の志位和夫委員長は１０日の記者会見で、夏の参院選に向けて連携を深めている同党や民主党など野党５党に対し、自民党が「野合」などと批判していることについて、「陳腐だ。ちゃちな政権党の攻撃は、とるにたらないものだ」と反論した。
　志位氏は、野合批判について「野党共闘に対して自民党側が危機感を持ちだし、脅威に感じ始めた表れだ」と述べた。その上で自民党の「野合」や「共産党が主導」との批判を「レッテルを貼るやり方」とし、野党５党が安全保障関連法廃止で結束していることを挙げ、「国民的大義を持っている」と主張した。
　また、「共産党が主導している」との指摘には、「主導しているのは市民、国民の運動だ。これに応えて野党は結束している」と説明した。
共産 「国民連合政府」次の衆院選でも前提とせず
ＮＨＫ3月10日 21時23分
共産党の志位委員長は記者会見で、夏の参議院選挙で野党側の候補者調整を進めるため、当面、棚上げした「国民連合政府」の構想について、次の衆議院選挙でも、野党共闘の態勢を構築したいとして、連携のための前提とはしない考えを示しました。
この中で、共産党の志位委員長は民主党などとの国政選挙での連携について、「先月の野党５党の党首会談では国政選挙などで、できるかぎりの協力を行うことを確認している。参議院選挙だけでなく、衆議院選挙も重要な国政選挙であり、両方での協力が党首間の合意だと認識している」と述べました。
　そのうえで、志位氏は夏の参議院選挙で、野党側の候補者調整を進めるため、当面、棚上げした「国民連合政府」の構想について、「衆議院選挙についても、条件を設けることは考えておらず、協議の中で合意形成が図られるように努力したい」と述べ、次の衆議院選挙でも連携のための前提とはしない考えを示しました。
　そして、志位氏は「参議院選挙の『１人区』での共闘に向けた態勢作りが進められているが、同時に衆議院の小選挙区での野党共闘の態勢作りにも取りかかるべきだ」と述べました。 
しんぶん赤旗2016年3月11日(金)

与党による野党共闘攻撃に反論　志位委員長が会見

　日本共産党の志位和夫委員長は１０日の記者会見で、自民・公明の与党が、参院選での野党統一候補を“野合”“共産主導”などと攻撃していることについて問われ、正面から反論しました。

　志位氏は、与党による攻撃は、「野党共闘に対する危機感、脅威と感じていることの表れだ」とするとともに、「中身は陳腐そのものだ｣と述べました｡

　志位氏は、“野合”攻撃について、「私たちは安保法制＝戦争法廃止、集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回、与党が破壊した立憲主義の回復という国民的大義のもとに協力している｣とキッパリ｡

　“共産主導”について、「野党協力は５野党によるものであり、市民の運動が加わっている。どこか特定の政党が“主導”などとのレッテル貼りは現実を見ないものだ。あえて主導しているのが何かといえば、それは戦争法を廃止してほしいという市民の運動、国民の運動だ」と強調しました。

丸山氏「奴隷」発言 　参院議事録の削除難航
毎日新聞2016年3月10日　07時30分（最終更新　3月10日　09時42分）
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自身の発言について弁明する丸山和也参院議員＝東京都千代田区で２０１６年２月１８日午後４時５１分、喜屋武真之介撮影
　参院規則は議事録の削除・修正について「字句に限るものとし、発言の趣旨を変更することができない」と定めている。 
　今回の場合、唯一の方法は柳本卓治審査会長が職権で削除を決める場合だが、通常は与野党の代表者が合意して削除するため、職権による削除に野党が反発するのは確実だ。自民党議員からは「参院選前に憲法審査会で事を荒立ててほしくない」と懸念の声が漏れている。【田中裕之】 
参院５選挙区で公明推薦へ＝埼玉、愛知、兵庫など－自民
　自民党の谷垣禎一幹事長は１０日、公明党の井上義久幹事長と国会内で会談し、夏の参院選で改選数３～４の五つの選挙区で公明候補を推薦する方針を伝えた。公明党は１人区で自民候補を推薦し、相互協力の態勢を整える。両党とも３月中の決定を目指し、最終的な調整に入る。
　５選挙区は埼玉（改選数３）、神奈川（同４）、愛知（同４）、兵庫（同３）、福岡（同３）で、公明党が自民党に推薦を要請していたが、自民党にも公認候補がおり、同党県連の多くが反発。自民執行部は、参院選の結果を左右する１人区で野党が候補者調整を進めていることを踏まえ、与党間の協力を確実にすることが必要と判断した。　
　会談には自民党の茂木敏充、公明党の斉藤鉄夫両選対委員長も出席した。茂木氏はこの後、記者団に「自公の安定政権か、『民共合作』による革新政党か。こういったことを国民に選択してもらう参院選になる」と重ねて強調した。
　茂木氏はこれに先立ち、自民５県連の幹部と党本部で会い、執行部の方針を説明したが、兵庫県連は「今の段階では受けられる状況にはない」と伝えた。（時事通信2016/03/10-16:28）2016/03/10-16:28
自民、参院選で競合の公明推薦へ　埼玉など5選挙区で

共同通信2016/3/10 12:22

　自民党の茂木敏充選対委員長は10日、夏の参院選で埼玉、神奈川、愛知、兵庫、福岡の5選挙区の公明党候補に対し、3月中に推薦を出すと明らかにした。いずれも自民党候補と競合するが「与党がしっかり連携する姿を見せたい」と理由を説明した。党本部で記者団の質問に答えた。

　谷垣禎一幹事長と茂木氏はこれに先立ち、当該5選挙区の県連幹部と会い、推薦方針を伝えた。県連の一部からは「現段階で反対だ」「慎重に対応してほしい」との意見が出たため、最終調整を急ぐ。5選挙区は、いずれも公明党が推薦を求めていた。

　谷垣、茂木両氏は10日午後、公明党幹部と会談し、現状を報告する。

参院選 　自公で相互推薦へ
毎日新聞2016年3月10日　18時14分（最終更新　3月10日　18時14分）
　自民、公明両党の幹事長、選対委員長が１０日会談し、夏の参院選で公明が自民に推薦を依頼した重点５選挙区について、自民が今月中に推薦決定することを確認した。公明も、自民が求める改選数１の「１人区」を中心に、推薦を順次出していく方針だ。 
　公明は参院選で過去最多の７選挙区に候補を擁立。東京、大阪を除く埼玉▽神奈川▽愛知▽兵庫▽福岡の５選挙区で推薦を求めているが、該当する自民の５県連では候補者が競合するとして慎重な意見が多い。このため茂木敏充選対委員長は１０日、５県連の役員と党本部で会談し、改めて理解を求めた。 
　公明党の斉藤鉄夫選対委員長は自民からの推薦について「深く感謝している。今後の最終調整を期待しながら見守っていきたい」と話した。【佐藤慶】 
産経新聞2016.3.10 21:37更新 
自民が公明に参院選候補の推薦伝達　候補者競合の５選挙区　県連反発で不安残る選挙協力
　自民党の谷垣禎一幹事長は１０日、公明党の井上義久幹事長と国会内で会談し、夏の参院選における５選挙区の公明党候補について３月中に推薦を出す意向を伝えた。５選挙区にはいずれも競合する自民党候補がいるため、谷垣氏ら党執行部は反発している県連に対して引き続き理解を求める考え。ただ、わだかまりが残るのは確実で、自公の選挙協力が看板倒れに終わる可能性もある。（清宮真一、豊田真由美）
　「安定した政権の下で国を前に進めるために、極めて重要な選挙になってくる」。同席した自民党の茂木敏充選対委員長は会談後、記者団に自公の選挙協力の重要性を強調した。
　この日の会談で、自民党は埼玉（改選３）▽神奈川（同４）▽愛知（同４）▽兵庫（同３）▽福岡（同３）－の５選挙区の公明党候補を推薦する意向を伝達。これに対し、公明党も３２の１人区を中心に自民党公認候補に対する推薦を出す考えを示して応えた。
　執行部は公明党候補の推薦方針を決めたものの、競合する自民党候補がいる県連全てから理解が得られたとは言い難い。谷垣、茂木両氏は、井上氏ら公明党との会談に先立ち、５選挙区の自民党県連幹部と会い、推薦方針を伝えた。愛知県連は受け入れ容認の意向を示しているものの、「現段階で反対だ」「慎重に対応してほしい」との意見も上がった。
　県連との会談後、茂木氏は「わが党の候補が確実に当選できることが絶対条件だ。党本部として万全の支援体制を取っていきたい」と述べ、引き続き理解を求める考えを示したが、公明党との選挙協力への不安は拭えない。
　参院選の競合選挙区で公明党候補への自民党の推薦は過去に平成２５年の１回だけ。このときは自民党の支援を受けて、公明党の新人候補が当選している。それだけに今回の“満額回答”には、公明党の山口那津男代表も「ご尽力いただき、感謝したい」と評価した。
　しかし、自民党側は地元県連の反対を押し切って推薦することになるだけに、協力関係の度合いは不透明だ。井上氏は１０日の政府与党連絡会議で「気持ち良く協力できる環境を整えなければならない」とクギを刺した。
　別の公明党幹部も「うちの候補はギリギリの当落線上にいる」と危機感を示し、「形だけの推薦なら、ない方がいい。組織が緩む」と不安を募らせた。
自民 参院選５選挙区で公明候補推薦へ
ＮＨＫ3月10日 20時37分
自民党は夏の参議院選挙で、安定した政権基盤を維持するためには与党間の選挙協力が必要だとして、神奈川など５つの選挙区で公明党が擁立する候補者に推薦を出す方針を決め、１０日、関係する県連や公明党に伝えました。
夏の参議院選挙を巡って、公明党は候補者を擁立する７つの選挙区で確実に議席を確保したいとして、このうち、神奈川、埼玉、愛知、兵庫、福岡の５つの選挙区で自民党に推薦を求めています。
　自民党は１０日、谷垣幹事長と茂木選挙対策委員長が５つの県連の幹部と会談し、夏の参議院選挙で安定した政権基盤を維持するためには与党間の選挙協力が必要だとして公明党の求めに応じ、５つの選挙区すべてで推薦を出す方針を示しました。
　そのうえで、谷垣氏は５つの選挙区で自民党が擁立する候補者が確実に当選できるよう党本部として支援に万全を期す考えを示し、理解を求めました。
　このあと、谷垣、茂木両氏は公明党の井上幹事長、斉藤選挙対策委員長と会談し、こうした方針を伝え、公明党側も、候補者を擁立しない「１人区」を中心に、自民党の候補者に推薦を出す考えを示し、最終調整を進めることになりました。
　自民党の茂木氏は記者団に対し、「参議院選挙は安定した政権で国を前に進めるために極めて重要な選挙であり、選挙協力をどう進めるか、今後、具体的に話し合いたい」と述べました。 
高浜３号機　司法判断で初停止

東京新聞　2016年3月11日 朝刊

　関西電力は十日午後七時五十九分、大津地裁による高浜原発３、４号機（福井県）の運転差し止め仮処分決定を受け、３号機の原子炉を停止した。稼働中の原発が司法判断で停止したのは初めて。異議や執行停止の申し立てが認められない限り、関電は二基を再稼働できない。全国で運転可能な原発は当面、九州電力川内原発１、２号機（鹿児島県）だけとなる。

　高浜４号機は発送電開始作業中に原子炉が緊急停止するトラブルがあり、既に冷温停止状態になっている。

　３号機の原子炉停止作業は十日午前十時ごろに始まった。原子炉の核分裂反応を抑えるため制御棒を挿入、ホウ素濃度を調整して一次冷却系の温度を下げ、午後五時二分、発電と送電を止めた。

　３、４号機の原子炉にはプルトニウム・ウラン混合酸化物（ＭＯＸ）燃料を含む燃料集合体が装填（そうてん）されたままで、関電は今後、燃料を取り出すか検討している。

　大津地裁は九日、東京電力福島第一原発事故の原因究明が進んでいない上、規制委の新規制基準にも疑問点があるとし、高浜原発から半径約七十キロの範囲に住む滋賀県の住民の訴えを認め、３、４号機の運転を差し止めた。

　３、４号機の仮処分をめぐっては福井地裁が昨年四月、運転を差し止める仮処分を決定したものの、関電の不服申し立てを受け、別の裁判長が決定を取り消した。これにより３号機は一月二十九日、４号機は二月二十六日に再稼働した。

高浜原発停止命令　　弁護団長「第２の事故防ぐ」

東京新聞　2016年3月10日 夕刊

 　やってきたことが実を結んだ－。高浜原発３、４号機（福井県高浜町、出力八十七万キロワット）の運転差し止めを命じる大津地裁の決定を受け、住民側の井戸謙一弁護団長（６１）は胸を張り、晴れやかな表情を見せた。かつて裁判官として法壇の中央に座り、史上初めて原発の運転差し止めを命じた時からほぼ十年。弁護士に転じ、法廷で座る席が変わっても「第二の事故は絶対に防ぐ」と原発に対する司法の役割を問い続けた。　

　二〇〇六年三月、金沢地裁の北陸電力志賀原発２号機訴訟。「原子炉を運転してはならない」。自ら発した声に法廷はどよめいていた。その後に原発の耐震指針は強化され「それなりに意味があった」と当時は思っていた判決だった。

　この時「想定を超える揺れで非常用電源が喪失し、炉心溶融が起きる可能性もある」とした判断が現実となったのは、五年後の東京電力福島第一原発事故。三十年以上勤めた裁判官の退官を間近に控えた時のことだった。

　退官後、ためらっていた反原発の活動へ背を押したのは、全国各地の講演で多く耳にした「司法に裏切られた」との声。福島県郡山市の子どもが学校ごと疎開する措置を求める弁護団に加わったのを皮切りに、今では全国の原発訴訟に携わる。

　震災後、最高裁が開いた裁判官による原発の研究会では、原発などの訴訟で従来の判断の枠組みを見直すべきだという意見もあったが、五年の経過とともに「事故前の雰囲気に戻り始めている」と感じていた。

　九日、差し止めを命じた決定後に開かれた住民側弁護団の記者会見。「福島の原発事故で、被害が広範囲に及んだ経験があってこそなされた決定だ。裁判所（の判断）はこうでなければいけないという精神を、全国の裁判官にも受け継いでもらうことが大事だ」。自らも滋賀県内で、琵琶湖の水や周辺の緑の恵みとともに暮らす一人として、今後に向けた決意を口にした。

原発推進、揺らぐ信頼＝野党は争点化目指す－安倍政権
　原発の再稼働や海外輸出を進める安倍政権。２０１１年３月の東京電力福島第１原発事故を踏まえ「安全最優先」を強調するが、トラブルや運転差し止めの司法判断に直面し、信頼性に揺らぎが生じている。一方、参院選で共闘を目指す野党５党は「原発ゼロ」を対立軸の一つに据えようとしている。
　◇再稼働の２基停止
　「国民の信頼回復が何より重要だ。真摯（しんし）で十分な説明に、事業者も政府も努力していくべきだ」。安倍晋三首相は１０日の記者会見で、大津地裁が福井県の関西電力高浜原発３、４号機の運転差し止めの仮処分を決定したことについて問われ、厳しい表情を浮かべた。
　首相は１２年末の政権復帰後、原子力規制委員会の審査に合格した原発を順次再稼働させる方針を表明。昨年８月に鹿児島県の九州電力川内原発１号機が再稼働したのを皮切りに、同１０月に川内２号機、今年１月に高浜３号機、２月に高浜４号機と続いた。
　だが、高浜４号機は再稼働直後のトラブルで緊急停止。同３号機も地裁決定に従い停止を余儀なくされ、首相らが豪語する「世界で最も厳しいレベルの規制」に疑問符が付いた。審査合格済みの愛媛県の四国電力伊方原発３号機や、審査中の２１基の再稼働について、首相は「政府の一貫した方針だ」と述べたが、逆風は避けられない。
　首相は国会答弁で「福島原発事故を片時も忘れずに反省し、教訓を踏まえていく」と繰り返しているものの、同原発では汚染水を遮断する凍土壁整備が難航。また、民主党政権が「例外中の例外」とした４０年を超える原発の運転も検討されており、不安材料は尽きない。
　◇「ゼロ」が「２２％」に
　野田政権は震災後の１２年に福井県の関西電力大飯原発３、４号機の再稼働を認めた一方、「３０年代に原発稼働ゼロ」とする方針を打ち出した。
　ところが、安倍政権は１４年４月に策定したエネルギー基本計画で、原発を「重要なベースロード電源」と明記。１５年７月には３０年度の原発比率を「２０～２２％」と設定し、原発活用へ大きく路線転換した。
　政府高官は「電気料金を抑え、企業や国民の負担を軽減する必要がある」として、経済政策「アベノミクス」の好転に原発再稼働は欠かせないと主張する。再生可能エネルギー普及には時間がかかり、温室効果ガス削減のため化石燃料にこれ以上頼れない事情もある。
　一方、民主、共産、維新、社民、生活の５野党は参院選向けにまとめる共通政策に「脱原発」を盛り込む方向だ。ただ、支持基盤に電力関連労組を抱え段階的取り組みを描く民主党と、「即時ゼロ」を唱える共社両党との間には温度差があり、時期や手法で一致点を見いだせるかが課題だ。　
　自民、公明両党は原発問題に焦点が当たるのを避けたい意向とみられ、選挙公約では景気対策や「１億総活躍社会」を前面に掲げる方針だ。
　◇輸出も推進
　首相は原発輸出を成長戦略の一環と位置付け、自らトップセールスを展開。輸出を可能にする原子力協定をアラブ首長国連邦（ＵＡＥ）やトルコと結んだほか、昨年１２月には核拡散防止条約（ＮＰＴ）非加盟国のインドとの間でも締結で「原則合意」した。
　首相は「インドが再び核実験を行えば協力停止」との歯止めを設けると説明しているが、超党派議員連盟「原発ゼロの会」（代表＝近藤昭一民主党衆院議員）は「原発自体のリスク、核拡散のリスクを増やすことになる」と批判している。（時事通信2016/03/10-20:16）
首相「希望に満ちあふれる東北つくる」　大震災５年で会見 
日経新聞2016/3/10 18:48
　安倍晋三首相は10日、東日本大震災の発生から11日で５年を迎えるのを前に首相官邸で記者会見し、今後５年間を復興創生期間と位置付け、被災地の自立を促す支援に取り組む方針を示した。「東北の復興なくして日本の再生なし。この揺るぎない信念のもとに希望に満ちあふれた東北をつくり上げる決意を新たにする」と強調した。


記者会見する安倍首相（10日午後、首相官邸）
　首相は東北各県への観光客が震災前の水準に回復したことを指摘したうえで、2016年を「東北復興元年にする」と表明。20年までに東北６県を訪れる外国人宿泊者数を現在の３倍にあたる年間約150万人に押し上げるとの意向を示した。
　震災の影響で東京電力福島第１原子力発電所の事故に近い区間が不通になったままのＪＲ常磐線について、19年度中に全線開通をめざす方針を明らかにした。常磐自動車道で暫定２車線となっている区間について、復興創生期間内に４車線化する方針も打ち出した。
　首相は「被災地の不安に寄り添い、多様なニーズに応え、支援を行う」と強調。帰還困難区域などの原発事故の避難指示区域に関し「区域の見直しに向けた国の考え方を今年夏までに明確に示したい」と表明した。中間貯蔵施設の除染を加速し、生活の復旧に取り組む考えも示した。
首相 「原子力は不可欠」原発の再稼働方針は変わらず
ＮＨＫ3月10日 19時34分
安倍総理大臣は記者会見で、裁判所から福井県にある高浜原子力発電所３号機と４号機の運転停止を命じる仮処分の決定が出されたことに関連し、日本は資源に乏しく原子力発電は不可欠だとして、新しい規制基準に適合した原子力発電所の再稼働を進めていく方針に変わりはないという考えを示しました。
この中で、安倍総理大臣は、裁判所から福井県にある高浜原子力発電所３号機と４号機の運転停止を命じる仮処分の決定が出されたことに関連し、「資源に乏しいわが国が、経済性や気候変動の問題に配慮しつつ、エネルギー供給の安定性を確保するためには、原子力は欠かすことはできない。もちろん依存度はできるかぎり低減させていく。いずれにせよ安全性確保が最優先であり、国民の信頼回復が何よりも重要だ」と述べました。
　そのうえで、安倍総理大臣は原子力発電所の再稼働について、「高い独立性を有する原子力規制委員会が科学的・技術的に審査し、世界で最も厳しいレベルの新規制基準に適合すると判断した原発のみ、その判断を尊重して、地元の理解を得ながら再稼働を進めるというのが政府の一貫した方針で、この方針には変わりはない」と述べました。
　そして、安倍総理大臣は「関西電力には今回の仮処分決定を受けて、さらに安全性に関する説明を尽くしていくことを期待したい。政府としても、そのように指導していく」と述べました。
　また安倍総理大臣は住民の避難計画について、「地域の実情に精通した自治体が地域ごとに策定するが、その過程で、当初から政府がきめ細かく関与し、最終的には私が議長である原子力防災会議で了承している。国が前面に立って自治体をしっかり支援する体制により、これまで同様、万全の対応を行っていく」と述べました。 
自民 山東氏「運転停止の仮処分は納得いかない」
ＮＨＫ3月10日 16時22分
自民党の山東元参議院副議長は記者団に対し、裁判所が福井県にある高浜原子力発電所３号機と４号機の運転停止を命じる仮処分の決定を出したことについて、「これから景気をよくしようというときに、非常に納得がいかない」と述べました。
高浜原発３号機と４号機について、９日、大津地方裁判所は「住民の生命や財産が脅かされるおそれが高いにもかかわらず、関西電力は安全性の確保について説明を尽くしていない」として、滋賀県内の住民の申し立てを認め、運転の停止を命じる仮処分の決定を出しました。
　これについて、自民党の山東元参議院副議長は、派閥の会合のあと記者団に対し、「これから世の中の景気をよくし、中小企業の発展に向けて電力・エネルギー問題の本格的な議論をしなければならないときに、原発の運転停止を命じる仮処分決定が行われたのは非常に納得がいかない。夏に向けて電力料金の値上げなどにつながらないか危惧している」と述べました。
　また、額賀元財務大臣は、派閥の会合のあと記者団に対し、「びっくりした。稼働中の原発を停止させるわけだから、どういう根拠があるのか聞いてみたい」と述べました。
高浜再稼働は変わらず　首相、原発の必要性強調

東京新聞　2016年3月11日 朝刊

　安倍晋三首相は十日、東日本大震災から五年を迎えるのを前に首相官邸で記者会見した。大津地裁が運転を差し止める仮処分決定をした関西電力高浜原発３、４号機は、原子力規制委員会の新規制基準に適合したとして、再稼働させる考えを示した。「世界で最も厳しいレベルの新規制基準に適合すると判断した原発のみ再稼働を進めるのが政府の一貫した方針であり、変わりはない」と述べた。　＝会見詳報＜６＞面

　仮処分決定を受けた今後の対応について「関電がさらに安全性に関する説明を尽くすことを期待する。政府もそのように指導する」と述べた。

　原発の必要性については「資源に乏しいわが国が経済性、気候変動の問題に配慮をしつつ、エネルギー供給の安定性を確保するには、原子力は欠かすことができない」と説明。再稼働に向けては「安全性の確保が最優先で、国民の信頼回復が何よりも重要だ」と指摘した。

　大津地裁が決定で、地方自治体が作る原発事故時の避難計画を国主導とするよう求めたことについては「国が前面に立って自治体をしっかり支援する体制により、これまで同様、万全の対応を行う」と説明。すでに作られた避難計画も検証を重ね、原子力災害対策を強化するとした。

原発政策 対照的　安倍政権は推進路線　野党「ゼロ」を目標に

東京新聞　2016年3月11日 朝刊

　東京電力福島第一原発事故は、原発政策に対する国民の関心を高めた。安倍政権は原発推進路線を掲げるが、野党は「原発ゼロ」を目指す党が多い。各党の政策を比較した。　（関口克己）

　現在、政党要件を満たす政党は十一党。このうち八党が二〇一四年十二月の衆院選を戦い、公約には原発に関する政策もあった。

　自民党は公約で、原発を安定的に電力を供給するベースロード電源として今後も活用すると明示。公明党は将来は原発ゼロを目指すとしつつ、当面は活用することを認めた。

　安倍政権は昨年七月、三〇年度の電源構成で原発の割合を２０～２２％とする方針を決定。公明党が主張する「原発ゼロ」は遠のいた。

　衆院選で「三〇年代に原発ゼロ」を掲げた民主党は八日、維新の党と合流してつくる新党の綱領案に「三〇年代稼働ゼロを目指す」との文言を盛り込んだ。維新の党は衆院選で「原発はフェードアウト（自然に消える）」させるとしてゼロの時期を示していないが、新党の原発政策は民主党を踏襲する形となった。

　維新の党から分裂したおおさか維新の会。正式な原発政策はないが、馬場伸幸幹事長は八日の記者会見で「フェードアウト」の考えを引き継いでいると表明。新規制基準を満たした原発は再稼働を認め、新設には反対すると説明した。

　他の野党は「脱原発」色が濃い政党が多い。

　共産党の主張は即時ゼロ。生活、社民両党も再稼働・新増設を認めない。新党改革も消費者が電力生産者になる社会の実現で原発を不要にすると訴える。昨年十二月にできた改革結集の会も自然エネルギーの推進で原発ゼロを目指す。
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すべての原発再稼働中止の決断を　高浜停止仮処分　志位委員長が会見
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（写真）記者会見する志位和夫委員長＝10日、国会内


　日本共産党の志位和夫委員長は１０日、国会内で記者会見し、大津地裁が関西電力高浜原発３、４号機（福井県高浜町）の運転停止を命じる仮処分を決定したことについて問われ、「現に動いている原発の停止を命じる初めての決定であり、画期的な意味を持つものです」と述べるとともに、決定が持つ全国的な意義を強調しました。

　志位氏は仮処分決定について､｢全体として、東京電力福島第１原発事故の重大な被害を体験しての国民の認識の前向きな変化、すなわち、原発は安全とはいえない、原発とは共存できないという国民の認識の大きな変化をふまえたものとなっています｣と述べました｡

　その上で決定の中身について、原発事故の危険性が福島第１原発事故によって具体化したと述べた上で、事故が起きれば環境破壊の及ぶ範囲はわが国をも超える可能性があり、発電に要するコストや効率性でもって論じるわけにいかないとしていることは非常に重大だと強調しました。

　さらに志位氏は、仮処分決定が、福島第１原発事故の徹底究明がされていないもとで新規制基準に適合したとしても安全とはいえないと述べていること、新規制基準が避難計画を自治体まかせにしているのを批判していることを指摘。「高浜原発にとどまらず、全国すべての原発で同じことがあてはまるものであり、非常に重要な意味を持つものです。政府と電力会社は決定を正面から受け止め、全国すべての原発再稼働の中止を決断すべきです」と強く求めました。

 

しんぶん赤旗2016年3月11日(金)

原発再稼働許されぬ　山下氏　高浜の停止受け迫る

　日本共産党の山下芳生議員は１０日の参院内閣委員会で、大津地裁が前日、関西電力高浜原発３、４号機の運転停止を命じる仮処分を決定したことをうけ、再稼働中止を求めるとともに、原発ゼロに向けて政策を転換するよう迫りました。

　山下氏は、「今回の決定は原発再稼働に対する国民の不安が届いたものであり、福島で続いている事態を正面から受け止めたものだ」と強調し、政府の認識をただしました。

　菅義偉官房長官は、高浜原発再稼働が「世界最高水準の新しい規制基準」にもとづき決まったものだと繰り返し、「再稼働をすすめる方針には変わりはない」と言い放ちました。

　これに対し山下氏は、大津地裁決定が、「福島第一原発事故の原因究明は道半ばの状態」と指摘したことを示し、「不安を覚えざるを得ないと司法は判断している」「新規制基準に合格したことをもって安全だとし、再稼働をどんどんやる。このような姿勢は許されない」と力説。地裁決定が、避難計画の策定に国は責任をもつべきだと述べていることも示し、国民の不安にも、司法の判断にも背を向ける政府の姿勢を厳しく批判しました。

震災５年 今も１７万人以上が避難生活
ＮＨＫ3月11日 4時42分
東日本大震災の発生から１１日で５年となります。国が重点的に復興に取り組む集中復興期間は今年度で終わりますが、被害が大きかった岩手・宮城・福島の３県を中心に今も１７万人以上が全国各地で避難生活を余儀なくされ、被災者の生活再建をどう支援していくかが大きな課題となっています。
復興庁によりますと東日本大震災によって全国に避難している人は、先月１２日の時点で１７万４４７１人に上っています。
　このうち、岩手・宮城・福島の３県でいまもプレハブの仮設住宅や民間の賃貸住宅などで暮らしている人は先月末時点で１１万４１６４人に上っています。平成７年に起きた阪神・淡路大震災では発生から５年で仮設住宅で暮らす人がいなくなりましたが、東日本大震災では、被災した範囲が広く、復興事業は当初の計画よりも遅れています。
　また、福島県では原発事故によりいまも９つの市町村に避難指示が出され、避難生活が終わるまでにはまだ時間がかかる見通しです。
　国が事業費を全額負担し、復興に向けた取り組みを重点的に進める集中復興期間は今年度で終わりますが、避難生活が長引いている被災者の生活再建をどう支援していくかが大きな課題となっています。 
福島 １０万人近くが避難生活続ける
福島県では今も９つの市町村に避難指示が出されるなか、１０万人近くが避難生活を続け、今後どのように復興を進めていくのか大きな課題を抱えたままです。
　東日本大震災と原発事故の影響で福島県では県の内外で避難生活を続ける人が１０日の時点で９万７３３３人に上っています。このうちおよそ７万人は避難指示が続く原発周辺の９つの市町村の住民でいまも自宅で暮らすことは認められていません。
　原子力規制委員会が去年９月に行った調査では、福島第一原発から半径８０キロの地域の空間の放射線量は、原発事故から７か月たった時点と比べ平均で６５％下がりました。各地で除染などの対策が進められ、政府は、来年３月までには帰還困難区域を除いた避難指示を解除するとしているほか、残る帰還困難区域についても、ことし夏までに見直しに向けた方針を示すとしています。
　しかし、去年９月に全域で避難指示が解除された楢葉町では帰還した人がおよそ６％にとどまるなど、住民の帰還が進まない現状も浮き彫りになっていて今後、どのように復興を進めていくか、震災と原発事故の発生から５年たった今も大きな課題を抱えています。
産経新聞　2016.3.11 00:38更新 
【震災５年】共産・志位委員長「災害を改憲に利用」と安倍首相を批判

共産党の志位和夫委員長＝国会内（撮影日：２月１９日）
　共産党の志位和夫委員長は１１日、東日本大震災から５年を迎えたことにあわせて談話を発表した。「震災と原発事故からの復興のため、最後まで力を尽くす」とした上で、「大災害と被災者を憲法改定という政治的野心に利用することは断じて許されない」とし、震災５年と憲法改正を絡めて安倍晋三首相を批判した。
　志位氏は、安倍政権が「災害を口実に『緊急事態条項』を設けるなど、憲法改定への動きを強めている」と指摘した。規制基準に適合した原発を再稼働させる安倍政権の方針も批判した。
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避難なお１７万４０００人超　「震災関連死」３４０７人

　東日本大震災から５年。警察庁によると、１０日現在の死者数は１２都道県の１万５８９４人。岩手、宮城、福島各県を中心に２５６１人が今も行方不明です。復興庁によると、震災後の傷病悪化による「震災関連死」は３県で３３５２人。約６割を福島県が占めます。全国で３４０７人です。

　避難者は全国で１７万４４７１人（２月１２日現在）。県外への避難は福島が４万３１３９人、宮城が６３９６人、岩手が１４５４人となっています。

　プレハブの仮設住宅で暮らす人は福島が１万８３２２人（２月末時点）、岩手が１万６２２３人（同）、宮城が２万３６７３人（１月末時点）となっており、計５万８２１８人となっています。完成した災害公営住宅は１万４０２８戸。計画総数の４７・５％にとどまっており、建設の遅れが依然として続いています。

　福島第１原発では、放射能汚染水が増加。１日５００トン規模の汚染水が新たに発生しています。５年がたつ現在も溶け落ちた核燃料の状態を把握できておらず、「収束」とはほど遠い状況です。

　楢葉町などで、政府は避難指示を解除したものの、ほとんどの住民が帰還できる状況にありません。避難指示の解除と一体で、補償の打ち切りが進められています。

東日本大震災５年、各党が談話　維新
朝日新聞デジタル2016年3月11日03時38分
　【維新の党】
　１万８千人を超える死者・行方不明者を出した東日本大震災から５年を迎えました。この大震災で犠牲になられた方々に改めて深く哀悼の意を表するとともに、被災された皆様に心からのお見舞いを申し上げます。
　インフラ復旧に重点を置く「集中復興期間」が２７年度で終わることを受けて、国は、東日本大震災の被災地の復興に関する２８年度から５年間の基本方針の骨子をまとめました。その中で、岩手、宮城について今後５年間を復興の「総仕上げ」の期間と位置づけていますが、住宅再建のめどが立つ状況とはいえ、生活そのものの再建はこれからで、高齢化の進展もあって課題は山積しています。地場産業も立ち遅れたままとなっています。
　福島については、原発事故で故郷を離れ避難している人がいまも約１０万人にのぼり、避難生活が長期化する中、経済的だけでなく、精神的・肉体的にも極めて厳しい状況に追い込まれています。特に、避難区域内の住民と慰謝料に大きな隔たりがある自主避難者約１万８千人の窮状にも目を向ける必要があります。さらに、地域社会の復興と産業の再生に向けて大きな障害となっている風評被害に全力で立ち向かうことが求められております。
　政府は２８年度から５年間の事業費を６．５兆円と見込んでいますが、国による巨額の復興事業費で被災市町村の一般会計の総額は膨れ上がった一方、それぞれの事情で使い切れずに積み上がったままのお金は少なくありません。
　このように、いまだに重い課題に直面する中で、維新の党は、誠心誠意、責任ある議論を重ね、しっかりとした対策、法案を打ち出し、復興に全力をあげることをお誓い申し上げます。
東日本大震災５年、各党が談話　生活
朝日新聞デジタル2016年3月11日03時40分
　【生活の党と山本太郎となかまたち】
　あの忌まわしい東日本大震災発災の日から今日で丸５年の月日が経過致しました。本当に多くの皆様の尊い命が、そして、人々の生活が奪われました。
　改めまして、犠牲となられた方々に哀悼の誠を捧げますとともに、被災され、今なお不自由な生活を余儀なくされておられる皆様方に心よりお見舞いを申し上げます。
　あれから５年。これまで国、県、自治体が早期復興を掲げ、一丸となって復興事業に取り組んで参りました。この間、地元負担を大きく増やそうとする動きに対しては、我々としてもしっかりと「否」と言い、また、時に散見された国と現場との行き違い等についても、是正すべく全力で取り組んで参りました。
　こうした皆様方の復興へ向けた固い意志と行動のたまものとして、「インフラ」としての「まち」は徐々に出来上がりつつあります。港や道路、土地のかさ上げなど、一部に遅れている部分はありますが、だいぶ目鼻はついてきました。
　しかし、最大の問題は、人々の「なりわい」の回復であり、これによって街の「にぎわい」をどうやって取り戻せるかに尽きると思っています。
　また、不自由な仮設住宅での暮らしをされている方々にとってのコミュニティーの再生とメンタル面でのケア・サポートなど、まだまだ継続的な支援が必要な分野も多くございます。
　したがって、我々としてはインフラ面での復興の遅れを取り戻すとともに、ソフト面で噴出しているさまざまな問題について予算措置も含め、より柔軟かつ十全たる対応をとっていかなければならないと確信を致しております。何より地域の皆様の声を引き続き丁寧に拾い、一つひとつ粘り強く解決していくという地道な作業が肝心であります。
　一日も早い復興・再生。そのために、私どもは引き続き最大限の力を傾けて取り組んで参ります。
東日本大震災５年、各党が談話　社民
朝日新聞デジタル2016年3月11日03時39分
　【社民党】
　筆舌に尽くし難い東日本大震災および東京電力福島第一原発事故から、本日で丸５年を迎えました。犠牲となられた全ての方々のご冥福をお祈りするとともに、２５００人を上回る行方不明の方々が一日も早くご家族の元に戻れますよう、心からご祈念申し上げます。
　現在も１７万人以上の方々が不自由な避難生活を強いられています。避難生活の長期化や震災の精神的ショックなどで体調を崩し命を落とす「震災関連死」は３４００人を超え、震災や原発事故に関連する自殺者も増え続けています。あの日から丸５年が経過しても多くの被災者が生活再建の途上にあり、将来への希望を見いだし得ない現実は、政治の怠慢と言うほかありません。
　社民党は、政治が果たさなければならない責任をいま一度深く胸に刻み、一刻も早い被災地の復旧・復興、被災者の心に寄り添った生活再建に全力を挙げることを改めて誓います。
　岩手・宮城・福島の被災３県では、鉄道や自動車道の再開・開通が進むなど、復興に一定の前進がみられる一方で、災害公営住宅や防災集団移転、土地の区画整理などの生活基盤の整備は依然、立ち遅れています。生活基盤の整備が長引く中、自治体が造成する宅地での自宅再建を断念するケースも相次いでいます。現在も３県で約６万人が暮らすプレハブ仮設住宅は、当初の使用期限（２年間）を大幅に超えて住環境が悪化し、入居者の孤独死も５年間で２００人近くに及んでいます。安心して暮らせる住まいの確保は、一刻の猶予も許されません。また３県の公立学校の約４割が現在も仮校舎や他校に間借りして授業を行うなど、被災地の将来展望に欠かせない公共インフラの整備・復興もいまだ道半ばです。そして、被災３県の市町村では、復旧・復興を担う職員や医師、看護師、介護職員の不足が続いています。復興が進み人口が増える自治体がある一方で、被害の大きかった沿岸部では５年間の人口減少率が２割を超える自治体も１３町村に上るなど、「復興格差」が拡大しています。
　こうした今も多くの課題を抱えている被災地の苦境を尻目に、安倍政権は震災の「集中復興期間」の延長に応じず、国が復興事業費を全額負担してきた従来の姿勢を改め被災自治体にも財政負担を求める方針に転換しました。震災被害が大きく、今後佳境を迎える事業が多い自治体ほど負担が重くなり、「復興格差」をさらに広げかねません。また、復興交付金の使い道が国土交通省など５省庁の４０事業に限定されているなど、硬直化した復興予算の使い勝手の悪さも依然、改められていません。
　社民党は復旧・復興が成し遂げられるまで、被災自治体に負担を求めないよう、国の財政支援の継続・拡充を安倍政権に強く求めるとともに、復興予算の無駄づかいの一掃、被災地が真に必要とする事業に予算・資材・人材を迅速・柔軟に充当できる制度への改善を追求していきます。
　福島県内の広い範囲に除染廃棄物を詰めた膨大な数の「フレコンバッグ」が野積みされている光景は、現在進行形の東京電力福島第一原発事故の深刻さと罪深さを雄弁に物語っています。安倍政権は「居住制限区域」と「避難指示解除準備区域」の避難指示を１７年３月までに解除する姿勢ですが、事故の収束がいまだ見通せない中、帰還の強制につながってはならず、被災者が自らの意思に基づき居住・避難・帰還の選択が行えるよう国の支援を定めた、「子ども・被災者支援法」の理念を十分に踏まえた、柔軟できめ細かな国の対応が欠かせません。また国や東電は、両区域住民への精神的損害賠償を１７年度末に一律終了するとともに、被災した商工業者への営業損害賠償も１６年度中に終える方針ですが、社民党は原発事故の被災者切り捨てを断じて許さず、事故前と同様の生活が営めるようになるまで、補償や公的支援を継続するよう強く要求していきます。
　今年２月、京都地裁は自主避難者に約３千万円を賠償するよう東電に命じる判決を出しました。自主避難者をめぐっては、昨年、安倍政権が支援法の基本方針を「避難指示区域以外から避難する状況にはない」と一方的に改め、福島県も住宅無償提供を１７年３月末で打ち切る方針です。しかし、事故は「もう終わった」と言わんばかりの、帰還圧力や行政支援の先細りは論外です。「帰還」・「自立」を名目に、国や県が避難者の生殺与奪の権を握ることは許されません。どのような選択に対しても十分な生活補償を行うよう、求めていきます。
　国の追加被曝（ひばく）線量の長期目標１ミリシーベルトについて、「何の科学的根拠もない」などと放言する環境大臣の下で、住み慣れた故郷にいまだ帰れぬ約１０万人の福島県民の不安に寄り添う政治など実現できるはずがありません。社民党は、安倍政権に対し、支援対象地域を、福島県内全域と年間追加被曝線量が１ミリシーベルトを上回る全地域に拡大するとともに、予防原則に基づく健診体制の改善と適用範囲の拡大、被災者の心的ストレスへのサポート体制整備や子どもたちのリフレッシュ保養の制度化、被災者の意見を幅広く施策に反映するための常設協議機関の設置などを早急に決断し、支援対象地域の内外を問わず十分な被災者支援策を確立するよう強く求めていきます。
　未曽有の被害を出し世界にも大きな衝撃を与えた東京電力福島第一原発の事故によって、原発の「安全神話」は完全に崩壊し、原発事故の恐ろしさが白日の下にさらされることとなりました。しかも、福島第一原発事故では、地震や津波の被害と原発の放射能の被害が複合・増幅し合い、「原発震災」となり、これまでの原発事故対策が全く役立たなかったことが露呈しました。その福島第一原発事故は今も収束していませんし、その原因も解明されていません。核燃料の位置や形状はいまだ不明のままで、ロボットによる内部調査も強い放射線などが障害となって進んでいません。廃炉作業もこの５年間で、目標の未達成と工程の見直しが繰り返され、計画通りに進むかどうか予断を許しません。敷地の建屋内やタンクに保管されている放射能汚染水も増え続け、その一方で、濃度を下げる作業も遅れ、処理を終えた水をどうするかも決まっていません。
　にもかかわらず、原子力ムラや財界の要求に応え、原子力を成長戦略に位置づけた安倍政権は、東京電力福島第一原子力発電所の事故が収束せず、放射性廃棄物の処理方策も確定しないまま、川内原発や高浜原発の再稼働を強行し、伊方原発などの再稼働に向けた準備を進めるとともに、海外への原発輸出に躍起になっています。新たな「安全神話」と無責任体制の復活を許してはなりません。
　東日本大震災と福島原発事故から５年、チェルノブイリ原発事故から３０年。私たちは歴史的な岐路に立っています。丸５年もたち、「人間の復興」も原発事故の収束もできていない現実をかみしめ、未曽有の惨禍を教訓に、将来世代に責任を持って「原発なき未来」を引き渡すのか、欺瞞（ぎまん）に満ちた「原発安全神話」に再びしがみつくのか。社民党は被災者一人ひとりと対話を深め「人間の復興」に全力を尽くすとともに、原発再稼働を許さず「脱原発社会」の実現に邁進（まいしん）することを本日、改めて誓います。
東日本大震災５年、各党が談話　改革結集の会
朝日新聞デジタル2016年3月11日03時38分
【改革結集の会】
　我が国に未曽有の被害をもたらした東日本大震災から５年を迎えました。多くの尊い命が失われたことに改めて心より哀悼の意を表しますとともに、今なお行方のわからない方々のご家族の皆さまや被災され避難生活を強いられている皆さま、すべての被災された皆さまに心よりお見舞い申し上げます。
　これまで、私共「改革結集の会」でも被災地の被害を直視し、各委員会での質疑などで政府の姿勢をただしたり、様々な政策提言を通して被災地の復興推進に取り組んで参りました。
　なお今年度より新たな復興・創生期間を迎えることとなります。その中で被災地の人口減少の問題が大きな課題となります。復興と合わせて地方創生をどう実現していくのか、震災時の大幅な人口減少に加え構造的な人口減少を食い止めるために全力を注ぎます。
　福島の再生は正に道半ばと言わねばなりません。東京電力福島第一原発の廃炉に向けたこれまでの対応にもたくさんの課題があります。今なお避難されている皆さまや風評被害で苦しんでいる皆さまの思いを国や東京電力へ伝えるとともに、責任ある取り組みを求めて参ります。
　岩手、宮城両県については被災された皆さまの生活再建や、生業の再生、すなわち安心で安全な地域コミュニティーや職場づくりをより着実に実現するための施策を政府に求めて参ります。
　「改革結集の会」は歴代内閣が国民の皆さまと約束をした「福島の復興、すべての被災地の再生なくして日本の再生なし」と言う言葉を実現するために、今後とも被災地の皆さまに寄り添い行動して参ります。
東日本大震災５年、各党が談話　おおさか維新
朝日新聞デジタル2016年3月11日03時38分
　【おおさか維新の会】
　東日本大震災から５年が経ち、あらためまして、亡くなられた方々へ謹んで哀悼の意を表しますとともに、被災された皆様に、心よりお見舞いを申し上げます。
　東北を中心に、被災地の復興は道半ばです。避難者はいまだに１８万人にのぼり、岩手、宮城、福島での仮設住宅の入居者は６万人を超えています。また、事業の遅れで時間が経つうちに被災者が移住してしまい、ようやく建てた災害公営住宅に空き室が多数出ています。こうした復興事業の遅れや、多くの分野での予算の無駄遣いなどが、この５年間にわたって、多くの分野で指摘され続けています。
　被災地のニーズを適時、的確につかんで支援を行うには、被災地への権限と財源の大幅な移譲が必要です。現在の自民党政権も、震災当時の民主党政権も、被災地に十分な権限と財源を渡しませんでした。たとえば、復興特区法では、現地の実情に合わない政省令を条例で変えられる「上書き権」を認めているものの、手続きが迂遠（うえん）すぎ今日まで実施例はありません。
　東北をはじめとする被災地での復興の遅れは、地方分権の遅れに原因があります。我が党は、復興に関する権限と財源を被災地に移譲して、地方で出来ることは地方に任せることで、一日も早い復興を目指し新しい東北を作るお手伝いをしたいと考えております。我々は今後とも被災地の皆様と手を携えて努力を続けてまいります。
東日本大震災５年、各党が談話　こころ
朝日新聞デジタル2016年3月11日03時40分
　【日本のこころを大切にする党】
　未曽有の大災害である東日本大震災から５年がたちました。被災地はいまだ復興の途上にあり、被災された方々は復興を強く望んでいます。私たちは、この思いに応えていかなければなりません。
　インフラ整備など被災者支援を中心に進められてきた五年間の集中復興期間が終わり、町づくり、産業づくりを見据えた未来を創る新たな局面を迎えようとしています。
　継続して復興を進めていく中で、恐ろしいものは風化です。国会においては、被災地の未来づくりに関する議論を活発にし、新たに生じた課題の方向性を見いだしていくことが必要です。また、被災地の現状が忘れ去られないよう全力で取り組むことが求められています。
　私たち日本のこころを大切にする党は、被災地の皆様と心を合わせ、復興に力を尽くすとともに、大災害において政府が適切に対応できるよう、緊急事態条項の制定を実現する努力をして行くことをお誓い申し上げます。
東日本大震災５年、各党が談話　共産
朝日新聞デジタル2016年3月11日03時37分
　【共産党】
　東日本大震災と福島原発事故から５年という節目の年を迎えました。あらためて犠牲となられた方々に哀悼の意を表するとともに、被災者のみなさんにお見舞いを申し上げます。復興に向けてねばり強い努力を続けている被災者のみなさん、自治体のみなさん、そして被災地への支援を続けておられる全国のみなさんに心からの敬意を表します。
　東日本大震災と福島原発事故からの復興を成し遂げるために、国民とともに最後まで力をつくす決意を表明します。
　【被災者支援の打ち切り・縮小をやめ、最後まで国の責任を果たせ】
　被災者の生活と生業の再建に、最後まで国が責任を果たすことを強く求めます。国の被災者支援策の打ち切り・縮小は絶対に許されません。
　大震災から５年が経過しましたが、今でも、１７万４千人もの被災者が、プレハブの仮設住宅などで不自由な避難生活を強いられ、震災関連死が３４００人にものぼっています。
　被災地では、住宅再建や災害公営住宅への入居は、まだ途上であり、地盤のかさ上げによる中心街、商店街の再建は緒に就いたばかりという段階です。とりわけ住宅の再建は、建築資材と建設費の高騰も加わり、さらに大きな困難がのしかかっています。現行３００万円の被災者生活再建支援金を緊急に５００万円に引き上げるなど、国が住宅再建支援策を緊急に拡充することが必要です。商店・商店街の再開・再建への抜本的支援策もいよいよ重要になっています。
　厳しい避難生活が続く中で、被災者の命と健康の問題は、心のケアも含めてますます重要になっています。医療や介護の負担軽減は、被災者にとって「命綱」というべきものであり、国が無慈悲に支援を打ち切った後も、岩手県や石巻市、気仙沼市などで継続されています。国の制度として復活することを強く求めます。
　また、被災者や地域のコミュニティー、自治体の自主的な知恵と努力が発揮できるようにしてこそ復興の足取りも強くなることは、この間の被災地の取り組みで明らかになっています。上からの画一的な押しつけでなく、それぞれの地域の自主性を発揮した復興策が求められています。
　住宅の再建も、被災地の復興も、これからが正念場という段階を迎えています。それにもかかわらず政府が「５年間の集中復興期間終了」をひとつの口実としながら、国の被災者支援策、復興策の縮小・打ち切りをすすめていることは重大です。５年という月日の間に、復興への新たな困難や障害が生まれ、被災者の高齢化もすすんでいます。打ち切りや縮小どころか、被災者によりそい、被災地の困難を解決するための支援の抜本的な拡充こそが求められています。
　被災者の生活と生業の再建、被災地の復興に、最後まで国が責任を果たすことを強く求めます。
　【原発推進と一体の「福島県民切り捨て」を許さない】
　原発再稼働・推進のために、除染と賠償の打ち切りなど福島原発事故を「終わったもの」とする政府の姿勢は許せません。国と東京電力の責任で、戻りたい人も、戻れない人も、すべての被害者の生活と生業の再建を支援することを強く求めます。
　福島では、原発事故から５年が経過しても、いまだに約１０万人もの人びとが県内外での避難生活を余儀なくされています。福島第一原発の放射能汚染水は増加に転じ、１日５５０トンにも及び、５年を経過しても、溶け落ちた核燃料の状態さえわからず、「収束」とは程遠い状況です。
　ところが安倍政権は、原発再稼働を強引におし進める一方で、「原発事故はもう終わった」といわんばかりの「福島県民切り捨て」を露骨にすすめようとしています。
　「オール福島」の声である「県内原発全基廃炉」の要求に、安倍政権は「事業者が判断」として背を向けています。
　「帰りたくても帰れない」という実態があるにもかかわらず、避難指示を解除し、それと一体で、賠償も打ち切ろうとしています。
　安倍政権が、昨年６月の復興指針改定で、期限を切った賠償打ち切り方針を打ち出したもとで、賠償の打ち切り、値切りなどがいっそう露骨になっています。東電が、「中立・公正な国の機関」として設置されたＡＤＲ（原子力損害賠償紛争解決センター）の仲介案も拒み続ける例が多発しています。加害者であることを忘れたかのような国と東電の姿勢を許すことはできません。
　被災者を分断する「線引き」や排除、「期限切れ」を口実にした切り捨てを行わず、原発事故前にどこに住んでいたかにかかわらず、避難している人もしていない人も、故郷に戻りたい人も戻れない人も、すべての原発事故の被災者が生活と生業を再建できるまで、国と東電が責任をもって支援することを、強く求めます。
　安倍政権の「福島県民切り捨て」の政治は、「原発固執政治」と表裏一体のものです。しかし、「原発固執政治」は二つの深刻な矛盾に突き当たっています。
　第一は、原発に対する国民の認識の発展です。再稼働反対は、どんな世論調査でも半数を超えています。一昨日、大津地裁が高浜原発の運転差し止めの仮処分決定を下し、再稼働した原発が停止させられるという事態になりました。安倍政権の「新しい安全神話」は通用せず、原発には他の科学技術にない「異質の危険」があることも国民的な認識になっています。そして、原発が稼働しなくても電力不足も電気料金の高騰も起きておらず、「原発ゼロ」でもやっていけることが国民的体験となりました。
　第二は、「原発固執政治」と、原発という技術システムの矛盾が、あらゆる面で限界に達していることです。政府の原発依存の発電計画を続けると、危険きわまりない老朽原発の稼働が常態化します。さらに本質的な矛盾は「核のゴミ」問題です。使用済み核燃料が各原発の核燃料プールからあふれ出そうとしていますが、再処理工場の稼働の目途はたちません。たとえ再処理しても、高速増殖炉もんじゅが動かないので、使い道のないプルトニウムが蓄積されますが、核拡散防止の観点から利用目的のないプルトニウムの保有はできません。
　安倍政権の「原発固執政治」は、国民との矛盾を深め、技術システムという面でも行き詰まっています。日本共産党は、安倍政権の原発再稼働・原発輸出の暴走をストップし、「原発ゼロの日本」を実現するために、国民のみなさんと力を合わせて奮闘する決意を新たにするものです。
　【復興とこれからの災害対策に生かす「５年間の総括」を】
　災害列島日本で国民の命と財産を守るためにも、５年間の真摯（しんし）な総括で、国の責任を明らかにし、今後の教訓とすることが必要です。
　５年という節目の年を迎え、東日本大震災と福島原発事故の被害が、どうしてこのように甚大になってしまったのか、５年間の関係者の懸命の努力にもかかわらず、被災者の生活と生業の再建と被災地の復興がなぜ大きく遅れているのか、どんな困難に直面しているのか、などの視点から「５年間の真摯な総括」を行うことが、被災地の復興とともに、今後の災害対策をすすめるうえでも、きわめて重要です。
　東日本大震災は、未曽有の大災害となりました。ところが、国の被災者支援策や復興策は、旧来の災害関連法律に基づいたままであり、未曽有の大災害にふさわしく被災者と被災地を支援する抜本改正は行われていません。
　とくに、国が被災者の住宅再建への支援を３００万円に据え置いたままにしていることが住宅の自力再建への大きな困難をもたらしています。岩手県では、県・市町村が独自に加算支援を行い５００万円から１千万円超の補助を行っていることが、住宅再建にむけた被災者の決断をうながし、はげましていますが、自治体の独自施策まかせにすることはできません。住宅が再建され、人々が暮らし始めてこそ、被災地の産業も、商店街も復興の目途がたちます。住宅の再建は、復興の大前提であるにもかかわらず、政府が住宅再建支援策の拡充を拒み続けていることが、復興の遅れの重大な要因になっています。
　学校、病院、公共施設、道路などの再建には「元の場所に元の規模で」という「復旧原則」が国から押しつけられ、「津波に流された場所にまた同じものを作れというのか」という自治体や被災者からの怒りの声が突きつけられました。この５年間、被災地は、大災害の実態、被災者の実情とかみ合わない、国の災害復旧関連法の「縛り」とのたたかいを強いられ続けてきました。
　さらに、アベノミクスによる消費税増税、資材高騰と建築費の上昇などが、住宅再建、公共施設・道路・港湾の再建、地域産業の復興、商店街の再開などに大きな障害を持ちこみ、被災地の基幹産業である農林水産業に大打撃となるＴＰＰ推進が事業再開への意欲と展望を失わせ、原発再稼働・推進策のために「福島県民切り捨て」をおし進めたことなど、政府が被災者から希望を奪ってきたことにも政治的な総括が必要です。
　「自分たちの困っていることは、いまの制度のままでは繰り返されてしまう」――こうした被災者の声に応えることは政治の責任です。災害列島の日本で、防災と減災、被災者支援の体制とあり方を、東日本大震災と福島原発事故という未曽有の大災害の真摯な総括とその教訓を踏まえて、抜本的に見直すことを強く求めます。
　【大震災を憲法改定に利用するな】
　大災害と被災者を憲法改定という政治的野心に利用することは断じて許されません。
　安倍政権は、災害関連の法整備や制度の拡充には背を向けながら、災害を口実に「緊急事態条項」を設けるなど、憲法改定への動きを強めています。被災地からは、東北６県の弁護士会をはじめ、「東日本大震災を改憲に利用するな」という怒りの声があがっています。
　災害を憲法改定という自らの政治的野心に利用する安倍政権の姿勢は断じて許されません。東日本大震災の被災者の生活と生業の再建のために、法改正、制度改革を含めて、国の責任を果たすことこそ求められています。
東日本大震災５年、各党が談話　公明
朝日新聞デジタル2016年3月11日03時37分
　【公明党】
　きょう、未曽有の大震災と巨大津波、原子力事故災害をもたらした東日本大震災から５年を迎えました。この間、公明党は「人間の復興」を旗印に掲げ、総力を挙げ大災害からの復興をリードしてきました。新年度から次の５年間の「復興・創生期間」へとステージが移ります。復興の総仕上げと地方創生のモデルとなる創造的復興へ、トップギアで挑んでまいります。
　被災地では復興の槌音（つちおと）は響いていますが、いまだ１７万４千を超える人々が避難生活を余儀なくされています。公明党は、その一人一人に寄り添い、誰一人置き去りにすることなく、生活と生業の再建へ、全力を傾注します。被災者の心のケアや地域コミュニティーの形成など、きめ細やかな「心の復興事業」を強力に推進します。被災住民の潜在力を引き出し、地域が持つ回復力を高めるため、官民の力を結集するとともに、ＮＰＯやボランティア、女性や若者のリーダーの育成に努めます。災害公営住宅の建設や高台移転、農林水産業の生産基盤や商工業、観光業の再生もスピードアップします。
　公明党は地方議会と国会のネットワークをさらに強め、こうした創造的復興を具現化した「新しい東北」の建設にまい進してまいります。
　福島の再生なくして日本の再生はありません。廃炉・汚染水対策、中間貯蔵施設の建設と除染を着実かつ速やかに進め、住宅再建や帰還のための環境整備など避難者の希望に沿った支援に努めていきます。その一方で「福島イノベーション・コースト構想」の実現を通し、産業振興と雇用創出につなげていきたい。
　復興を一段と加速させるため、原発事故による「風評」被害、震災の記憶の「風化」という復興を阻む「二つの風」と闘い続けなければなりません。訪日外国人客が全国的に急増する中、東北地方は苦戦しています。諸外国においては、わが国の農水産物・食品の輸入を停止している国もあります。観光や輸出の回復・促進を図るため、各国の政府や報道機関、国民に対し迅速かつ正確な情報発信の強化を進めていきたい。
　「千年に一度の災害」を「千年に一度の学び」ととらえ、「千年に一度のまちづくり」へ、公明党は地方と国の連携を強め、あらゆる努力を結集し、すべての被災者が「人間の復興」を成し遂げるその日まで、共に歩み続けることを誓います。
東日本大震災５年、各党が談話　民主
朝日新聞デジタル2016年3月11日03時36分
　【民主党】
　東日本大震災から今日で５年を迎えました。多くの尊い命が失われたことを改めて思い起こし、心より哀悼の意を表します。また、今なお避難生活を強いられている皆さま、仮設住宅で暮らしておられる皆さまをはじめ、すべての被災された皆さまに、心よりお見舞いを申し上げます。
　民主党は、大震災発災時に最前線で対応した経験と知見を踏まえ、被災地の復興を最優先課題として活動してきました。今後も、党の東日本大震災復旧・復興推進本部と東京電力福島第一原子力発電所事故対策・福島復興推進本部を中心に、全力で復興に取り組んで参ります。
　岩手・宮城両県では、災害公営住宅や高台移転事業が本格化していますが、いまだ完成数は少ない状況です。安心で安全な住宅地、地域コミュニティーや職場を取り戻せるよう、全力を傾注します。２０１５年度で集中復興期間が切れますが、２０１６年以降も基本的には国が責任を持って対応すべきであり、民主党政権が取り組んだ前例のない支援策の根幹を維持・拡充するよう政府に求めて参ります。
　東京電力福島第一原発の廃炉工程の遅れ、止まらない汚染水流出、風評被害など、福島の再生には今なお困難な課題があります。「子ども被災者支援法」の趣旨にのっとった健康調査の徹底など、住民の不安を取り除く具体的な施策を提案していきます。原発事故避難者の「今は無理でも、いつかは戻りたい」との希望を断ち切らないよう、国や東京電力に責任ある取り組みを求めていきます。
　民主党は、国民の皆様と約束をした、「福島の復興、すべての被災地の再生なくして日本の再生なし」という言葉を胸に刻み、一日も早い被災地の復興を実現するために、被災地の皆さまに寄り添い歩み続けてまいります。
東日本大震災５年、各党が談話　自民
朝日新聞デジタル2016年3月11日03時36分
　【自民党】
　東北地方を中心に未曽有の被害と深い悲しみをもたらした東日本大震災の発生から５年を迎えました。
　この震災により、最愛のご家族やご親族、ご友人を亡くされた方々のお気持ちを思うと、今なお痛惜の念に堪えません。改めて、亡くなられた方々に心から哀悼の意を表しますとともに、ご遺族の方々に心からお悔やみを申し上げます。また、大震災、大津波、原発事故により、いまだに郷土を離れ、長く厳しい避難生活を送っておられる方々に、心よりお見舞いを申し上げます。
　政権復帰以来、わが党は、東日本大震災復興加速化本部を中心に、５次にわたる復興提言を取りまとめるなど、文字通り政府与党と一体となって、震災復興に取り組んでまいりました。
　その結果、地震・津波被災地域では、災害公営住宅の建築や高台移転などが着実に進展し、まさに復興は新たなステージを迎えています。また、原子力災害被災地域においても、除染の進捗（しんちょく）や、一部地域における避難指示解除など、復興に向けた動きは着実に進展してきています。
　しかし、その一方で、今なお１７万人もの方々が避難生活を続けておられるのをはじめ、産業・生業の再生、風評被害対策、廃炉・汚染水対策など、解決すべき課題も山積しております。
　こうしたなかでスタートする「復興・創生期間」において、あらん限りの知恵と手立てを尽くし、被災地の人々に笑顔と活力、そして穏やかな暮らしを取り戻すことこそが、政治が果たすべき使命です。
　自由民主党は、今後も被災地の人々に寄り添い、復興を加速させてまいります。そしてこの大震災の貴重な教訓を風化させることなく、国民の安全を守るための、災害に強い国づくりを進めていく決意です。
社説　震災から５年　心は一つ、じゃない世界で
朝日新聞デジタル2016年3月11日（金）付
　戦後最大の国難といわれた東日本大震災と福島第一原発の事故が起きた「３・１１」から、５年がたつ。
　宮城県や岩手県の海沿いでは工事の音が鳴り響く。だが、暮らしの再建はこれからだ。福島県をはじめ、約１７万人が避難先での生活を強いられている。
　震災と原発事故は、今もなお続いている。被災地から離れた全国で、その現実感を保つ人はどれだけいるだろう。
　■深まる「外」との分断
　直後は、だれもが被災地のことを思い、「支え合い」「つながろう」の言葉を口にした。年の世相を表す「今年の漢字」に、「絆」が選ばれもした。
　あの意識ははたして本物だったろうか。被災地の間ではむしろ、距離が開いていく「分断」を憂える声が聞こえてくる。
　住み慣れた土地を離れる住宅移転。生活の場である海と陸とを隔てる防潮堤。「忘れたい」と「忘れまい」が同居する震災遺構。それぞれの問題をめぐり地元の意見は割れてきた。
　人間と地域の和が壊れる。その痛みがもっとも深刻なのは、福島県だ。
　放射線の影響をめぐり、住民の価値観や判断は揺れた。線量による区域割りで東京電力からの賠償額が違ったことも絡み、家族や地域は切り刻まれた。
　ささくれだつ空気の中で、修復を求めて奔走する人たちはいた。無人の町を訪問者に案内したり、自主避難者向けに福島からの情報発信を始めたり。さまざまな活動が生まれた。
　南相馬市の番場さち子さんもその一人だ。医師と一緒に放射線についての市民向け勉強会を８０回以上重ねた。まずは正しい知識を得る。それが今後の生活の方針を納得して選び、前向きになる支えになると考えた。
　番場さんらがいま懸念するのは、５年にわたる苦悩と克服の歩みが、被災地の「外」に伝わらず、認識のギャップが広がっていることだ。
　「福島県では外出時にマスクは必要か」「福島産の米は食べられるのか」。県外から、そんな質問が今も続く。
　空間線量や体内の被曝（ひばく）の継続的な測定、食材の全量検査、除染作業などさまざまな努力を重ねた結果、安全が確かめられたものは少なくない。だが、そうした正常化された部分は、県外になかなか伝わらない。
　郡山市に住む母親は昨年、県外の反原発活動家を名乗る男性から「子供が病気になる」と非難された。原発への否定を無頓着に福島への忌避に重ねる口調に落胆した。「まだこんなことが続くのか」
　■「言葉」を探す高校生
　時がたてば、被災地とほかとの間に意識の違いが生じるのは仕方のないことでもある。
　だが、災害に強い社会を築くには、その溝を埋める不断の努力が欠かせない。いま苦境と闘う人と、そうでない人とは、いつ立場が変わるかも知れない。
　福島の人びとが「この５年」を外に知ってほしいと思うのは、原発事故がもたらす分断の実相と克服の努力を全国の教訓として共有すべきだと考えるからでもある。
　模索は続いている。
　福島県広野町に昨春開校した県立ふたば未来学園高校では必修科目に演劇を組み入れる。
　指導する劇作家の平田オリザ氏が生徒たちに課したのは、「立場の違いによるすれ違いや解決できない課題をそのまま表現する」こと。
　授業の冒頭、平田氏は言う。「言っとくけど、福島や君たちのことなんて世界の誰も理解なんてしてないからね」
　関心のない人に、どうやったら自分の思いが伝わるか。それは同時に、自分が他者の思いを想像できているかを自問することにもなる。
　番場さんは、福島担当の東電役員を招いた勉強会も始めた。事故を起こした東電とあえて交流するのは、最後まで福島の再生に努める責任を負っている相手のことを知るためだ。
　この世は、「心は一つ」ではない。歴史をみれば、分断はいくつも存在した。原爆に苦しんだ広島と長崎、水俣病など公害に侵された町、過大な米軍基地を押しつけられた沖縄――。
　重い痛みを背負い、他者との意識差に傷つき悩みながら闘ってきた全国の地域がある。いま、そうした地域と福島とで交流する催しが増えている。
　■伝わらないことから
　住む場所も考える問題も違う人間同士が「つながる」ためには、「互いにわからない」ことから出発し、対話を重ねていくしかない。
　「伝えたい気持ちは、伝わらない経験があって初めて生まれる。その点で、震災と助け合いと分断とを経験した被災地の子どもたちには、復興を担い、世の中を切りひらく潜在的な力がある」と平田氏は言う。
　被災地からの発信を一人ひとりが受け止め、返していくことから、もう一度始めたい。
社説　復興総仕上げへ　再生への歩みを確かなものに

読売新聞2016年03月11日 03時01分

　◆将来見据えて事業の見直しを

　東日本大震災から５年の節目を迎えた。

　死者・行方不明者は計１万８４５５人に上る。犠牲になった方々の冥福を改めて祈りたい。

　政府は、今月末までの５年間を「集中復興期間」と位置づけ、被災地のインフラ復旧や住宅再建を進めてきた。だが、復興への歩みは順調とは言えない。今も約１７万人が避難生活を送る。

　新年度からは、５年間の「復興・創生期間」に移行する。政府の復興推進会議は１０日、その基本方針を決定した。

　◆住まいの再建にメド

　安倍首相は「希望に満ちあふれた東北を創り上げる」と強調した。復興の総仕上げへ、これまでの取り組みを検証し、被災地の再生に万全を期さねばならない。

　復興の大前提は、安定した生活拠点の回復である。

　今月末で５９％になる復興住宅の完成率は、来年３月には８５％にまで上昇する見通しだ。高台などへの集団移転地の造成も、１年後には計画の７０％が完了する。遅れていた住宅再建に、ようやく一定のメドがつくと言えよう。

　移転先でのコミュニティーの再構築は、今後の重要な課題である。既に入居が始まっている復興住宅の一部では、高齢の住民の孤独死も確認されている。

　地元自治体は、仮設住宅で住民同士の交流会開催や入居者の見守り活動に取り組んできた。生活拠点が変わっても被災者が孤立しないよう、支援の充実が必要だ。

　震災直後に発足した政府の復興構想会議の議論では、「創造的復興」という理念が強調された。単なる復旧にとどめず、地方再生をリードするような復興を図る、との意味合いだ。

　被災地の現状を見ると、その実現には程遠い。復興が停滞する中、地元での生活再建を断念した住民が、次々と流出し、震災前からの過疎化や高齢化に、むしろ拍車がかかっている。被災地が共有する深刻な問題である。

　◆人口減を食い止めよう

　宮城県女川町では、過去５年間で３７％も人口が減少した。東京電力福島第一原発事故で避難指示が出た地域を除けば、被災自治体で最大の減少率だ。EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(へいたん),平坦)な土地が少なく、宅地造成が難航していることが、主な要因と言える。

　この町に昨年１２月、第３セクターが運営する商業施設が誕生した。ＪＲ女川駅の前に遊歩道が設けられ、両側に飲食店や衣料品店などテナント２７店舗が並ぶ。

　７億円近い整備費のうち、国の補助金が約７割を占める。

　現在、休日の午後でも、人通りはさほど多くない。復興の拠点としての役割を果たすには、地元住民だけでなく、観光客も足を運ぶエリアとして、にぎわいを創り出していくことが欠かせない。

　仙台市などに転出した若い世代を呼び戻す施策も大切だ。

　宮城県石巻市は、通院の医療費を無料にする子供の対象年齢を拡大する。岩手県大槌町などは独身者の結婚をサポートしている。

　地元水産業の人手不足を解消するためにも、待遇改善などに知恵を絞りたい。

　集中期間中、復興事業費の全額が国費で賄われた。確保された財源は、民主党政権当初の１９兆円から、２６兆円に膨らんだ。地元の負担がなかったため、効果が精査されないまま、大規模事業が計画されたとの指摘は多い。

　巨額の予算を投じて、高い防潮堤を設けても、その近くに住む人がいなければ、無駄になるだろう。住宅が建てられない災害危険区域を守るような形で、防潮堤の整備が進む地域もある。

　安倍政権になって、国土EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(きょうじん),強靱)化の名の下に過剰な公共事業が息を吹き返した面は否めない。国費で整備された施設でも、維持管理は地元が担うケースが多い。その費用が財政を圧迫しかねない。

　◆福島支援に国を挙げて

　新年度からは事業費の一部を自治体が負担する。事業の成果が従来以上に問われよう。効果を見極め、優先度の高い順に財源を配分する姿勢が求められる。既に始まった事業の再点検も進めたい。

　高齢者の入居が目立つ復興住宅も、いずれは空き室が増える。介護施設への転用など、活用法を考えておく必要もある。

　原発事故の影響が残る福島県の復興のゴールは見通せない。

　２０２０年度までの復興・創生期間が過ぎても、「継続して国が前面に立つ」。福島の復興に関し、政府は今回の基本方針にそう明記している。原発事故の爪痕が消えるまで、国を挙げて福島の人々を支えることを再確認したい。

社説 　大震災から５年　福島の現実　向き合い、そして前へ
毎日新聞2016年3月11日　東京朝刊
　日本中が震えたあの日から５年を迎えた。地震と津波による死者・行方不明者は１万８０００人を超える。今も約１７万４０００人が避難生活を余儀なくされている。復興はまだ途上である。国を挙げて被災地の支援を続けたい。 
　とりわけ、原発事故に見舞われた福島の現状は厳しい。原子力災害からの復旧のめどは立たず、古里を追われた人は全都道府県に散り散りになっている。２０００人を超える震災関連死は、被災各県の中で突出している。心と体への重い負担が現在進行形で続いているのが現状だ。 
被害の全体像なお不明 
　除染後の廃棄物が詰まった大きな黒い袋が日々、山のように積み重ねられていく。福島の被災地のあちこちでみられる光景だ。 
　どれだけの土地がどれほどの放射能で汚染され、被害回復はどんなかたちで図れるのか。避難した人たちは将来的に古里に戻れるのか。 
　その問いに答えるには、放射能汚染の実態と、今も続く被害を正確に把握しなければならない。 
　福島と真剣に向き合い、共に前へ進んでいくことこそ、いま求められていることだろう。 
　原発事故については、政府の事故調査・検証委員会のほか、国会や民間の事故調査委員会などが、事故の経緯を検証し、報告書をまとめた。だが、原子力災害による被害に焦点を当てた政府の総括的な調査や検証はいまだ不十分だ。一定のデータの蓄積はあっても、体系化された記録は残されていない。 
　福島大の小山良太教授は「原子力災害の政府報告書がないことは、事故の総括がまだされていないということだ」と指摘する。 
　具体的には、避難状況や土壌などの汚染実態の把握、健康調査、農産物の検査結果などの現状分析、放射線対策への取り組みと、それに対する評価が必要だと説く。 
　中でも、県内外で避難を続けている約１０万人の詳細な状況調査は欠かせないのではないか。移住を決めた人が増えているが、将来を見通せない人はなお多い。 
　自主避難者を含め、どんな困難に直面しているのか。その現実を把握して初めて個々の人に寄り添った選択肢の提示が可能になるはずだ。 
　たとえば、チェルノブイリ原発事故を起こした旧ソ連のウクライナと隣国ベラルーシは事故後、５年に１度、詳細な報告書を作成している。 
　ウクライナの報告書には、放射能汚染の動向や住民の健康状態、経済的影響といった項目が並ぶ。政府が責任を持って報告書を公表する姿勢は評価できるだろう。 
　本来、被害の実態が明らかになって初めて復興の過程が描ける。回復すべき損害の範囲も見えてくる。現在はその出発点があいまいなまま、復興政策が独り歩きしている。 
　品質に定評があった福島の米は、全量全袋検査で安全性が担保されるが、震災前の評価に戻っていない。風評被害でブランドイメージが損なわれ、流通の段階で価格が安く抑えられる構図が定着してしまった。だが、そうした構造的な問題は、賠償には反映されない。農業政策の見直しにもつながっていない。 
「福島白書」の作成を 
　住民への賠償問題がこじれているのも根っこは同じだろう。各地の地裁に起こされた集団訴訟の原告はいまや１万２０００人以上だ。政府が決めた指針と賠償の枠組みが、被災者の感じる被害の実態とかけ離れているのだろう。 
　この現状をどう見るか。国会事故調で委員長を務めた黒川清・政策研究大学院大客員教授が先週、日本記者クラブで会見し、こう述べた。 
　「何をするにも誰が責任者かはっきりしない。リーダーの無責任という日本社会の現実が、ご都合主義のごまかしの対応を生み、国際社会の信頼を失っている」 
　この国の根幹にかかわる指摘だ。今後の５年を、これまでと同じスタンスで歩んではならない。地に足をつけた政策が求められる。その礎とするために、原子力災害による被害を真っ正面から見据えた年次の「福島白書」の作成に国を挙げて取り組むべき時ではないか。 
　そして、作成に責任を持つことこそ政治の役割だ。 
　省庁のタテ割りというしがらみにとらわれないためには、国会事故調のようなかたちで、国会が主導するのも一案だ。検討してもらいたい。 
　福島の被災地でも、少しずつ復興のきざしが見え始めている。 
　南相馬市の小高区について、政府は来月の避難指示解除を打診した。生活インフラは不十分で、帰還をめぐる住民の意見も割れる。それでも、一時帰宅者が増え、真っ暗だった夜間の住宅街に、ぽつりぽつりと明かりがともり始めたと住民は語る。 
　古里を取り戻すまでの道のりは遠いが、未来に向けこの明かりを確かなものにしなければならない。国民の支えがその原動力になるだろう。 
社説　（上） 柔軟な発想で被災地の自立めざせ 
日経新聞2016/3/10付
１万８千人を超す死者・行方不明者を出した東日本大震災から５年。今も自宅を離れて暮らす人が18万人に上る。被災地の自立に向けて復興を加速し、この５年の教訓を改めて胸に刻みたい。
　海猫が羽ばたく様子をイメージして建設し、温浴施設も併設した宮城県女川町のＪＲ女川駅。駅から海に向かう遊歩道沿いには商業施設も開業し、ホールやスタジオが入る交流施設も完成した。
復興状況の格差目立つ
　駅舎は元の場所よりも200メートル内陸側のかさ上げした土地に建てた。町役場なども近くに整備する予定で、コンパクトな街をめざす女川の新たな拠点になる。
　宮城県気仙沼市では、新たに整備した２カ所の用地に水産加工施設の集積が進む。すでに30社以上の工場や冷蔵施設が稼働し、最終的には80社近くが集まる見込みだ。震災以前は各地に分散していた施設を集約することで、生産性を高める狙いがある。
　被災地では今、新たな街や施設が次々と完成している。その一方で、岩手県大槌町のように中心部ですら土地のかさ上げ工事が続き、人影が少ない地域もある。
　５年という時が流れ、被災地の復興には格差が目立ってきた。地域の状況に応じたさらにきめ細かな支援策が必要になっている。
　復興が遅れている福島県の原子力発電所の周辺地域も同じだ。避難指示が出された区域のうち、指示が解除されたのはまだ２割弱だが、2017年３月までには除染が進み、多くの地域で住民が戻れるようになる見通しだ。
　しかし、震災から５年間は戻ることは不可能とされた「帰還困難区域」では除染作業すら始まっていない。双葉、大熊、浪江などの町役場は今も町外にある。
　この区域でも放射線量が低下している地域はあるから、政府は早急に帰還困難区域を再編・縮小すべきだろう。外れたところは除染に取りかかり、住民が戻れる生活環境を整えてほしい。
　半面、区域内では原発事故の後始末が長引き、除染で生じた汚染土を保管する中間貯蔵施設の建設も予定されている。全地域で除染し、全員帰還をめざすのが理想だが、もはや現実的とはいえなくなりつつある。
　震災で被災した自治体の多くが今、頭を悩ませていることがある。「戻らない被災者」問題だ。避難先ですでに職を得ている、病気がちで生活をやり直すことが難しいなど、理由は様々だろう。
　被災地全体で３月末までに災害公営住宅の６割、高台の宅地の45％が完成する。住宅再建はまだ途上といえるが、戻る住民が減った結果、すでに公営住宅では空きが目立ち始めている。
　政府は16年度からの５年間に６兆５千億円を投じて、復興の総仕上げに取り組む方針だ。事業が過大になった地区では計画を機動的に見直すことが欠かせない。
　一方で、せっかく整備した新たな街だ。人口減がさらに進む将来をにらみ、地域の内外から幅広く人材を受け入れる種地として、柔軟に活用する発想も要るだろう。
訪日客増やす工夫を
　被災地では産業再生も遅れている。内陸部への工場立地は増えたものの、地場企業の多くは震災前の売り上げを回復していない。被災地が自立するためには、復興特区制度のような政府の支援策と併せて、自助努力も欠かせない。
　例えば、訪日客の受け入れだ。日本では観光というと娯楽のイメージが強いが、歴史や災害について真摯に学び、今後に生かしたいと思う人は多い。津波や原発事故で被害を受けた施設を計画的に保存し、学習施設などを併設すれば、観光の目玉にもなる。
　人類社会が経験した悲しみや過ちの記憶について時代を超えて伝える「ダークツーリズム」という手法だ。ナチスのユダヤ人収容所、ニューヨークの同時多発テロの跡、広島の原爆ドームなどがある。近年ではインドネシアのアチェに津波博物館ができた。
　こうした施設は被災者につらい記憶を思い出させるだろう。しかし、それは「次」への心構えを確認する貴重な遺産にもなる。
　私たちに今、最も必要なことは震災の風化を防ぐことだ。再び日本列島を襲うであろう大災害に備えながら、被災地の復興を成し遂げる。あの日の決意を改めて思い起こしたい。
社説　(中) 原発事故に向き合う姿を世界に 
日経新聞2016/3/11付
　東日本大震災がもたらした東京電力・福島第１原子力発電所の事故の影響で、なお10万人近い住民が避難を余儀なくされている。
　この事故に国民全員が向き合い続け、教訓をくみ取らなければならない。国際社会に対しては、放射能汚染の実態や廃炉の状況を包み隠さず伝える責務を負う。原発をどう利用していくか、事故を踏まえた展望を示すべきだ。
廃炉に確かな道筋を
　まず確認しておくべきは、事故が収束したわけではないことだ。福島第１原発では、水素爆発で壊れた３号機の原子炉建屋などが残骸をさらしている。40年以上かかる廃炉は、やっと入り口に立ったにすぎない。
　敷地には放射能を含んだ汚染水のタンクが１千基以上も並ぶ。海への流出は防護壁ができて落ち着いてきたが、原子炉の建物に地下水が流れ込んでいるため汚染水の量は増え続けている。
　東電は建物を囲むようにして地下凍土壁をつくり、今月中にも稼働させる。だが実際の効果は不透明だ。凍土壁が思惑通りに働かない事態も想定し、国や東電は次善の策を考えるときだ。
　現状では汚染水から多くの放射性物質を除いてもトリチウムが残る。海への放出には漁業者らの不安が強い。全力をあげて理解を得る必要がある。トリチウムを減らす技術開発にも注力すべきだ。
　溶け落ちた核燃料の状況はいまも分からず、その取り出しは廃炉への最難関になる。国や東電は2021年の開始をめざしてロボットや遠隔操作技術の開発を進めている。国は850億円を投じて新たな研究拠点もつくった。
　そこでの研究を研究だけに終わらせてはならない。現場で何が必要か見極め、成果を活用できたかチェックする仕組みが要る。廃炉には毎年数千人以上の作業員がかかわる。長期的な人材確保もいまから考えておくべきだ。
　事故で原発の「安全神話」は崩れた。事故のリスクを直視し、リスクをいかに最小限に抑えるか。地に足のついた「安全と安心」を築き直す必要がある。現状は道半ばと言わざるをえない。
　かつての規制当局に比べ行政や電力会社からの独立性が高い原子力規制委員会が発足し、既存原発の稼働を認めるかどうかの安全審査を進めている。これまでに九州電力川内原発など５基が合格し、東電柏崎刈羽など９基も大詰めを迎えている。
　規制委が真価を問われるのはこれからだ。審査中の原発には直下に活断層があると疑われたり、巨大地震の震源域にあったりするものがある。稼働から40年を超え老朽化が懸念される原発も多い。
　関西電力高浜３、４号機をめぐって大津地裁が規制委の審査に疑義をはさみ、運転の差し止めを命じた。規制委が考える安全と国民が考える安全の間に隔たりのあることが、浮き彫りになった。
　稼働には地元の同意も欠かせない。事故時に住民が避難すべき地域が複数の道府県にまたがる原発もある。規制委や電力会社任せにせず、政府が前に出て調整する場も必要だろう。
原発の長期展望示せ
　日本がエネルギー政策のなかで原発を長期的にどう位置づけていくか、世界が注視している。福島の事故を受けドイツやイタリアは脱原発を決めた。一方で中国やインドなどは原発を増やしつつ、福島事故の教訓から学ぼうとする姿勢もみせている。
　地球温暖化防止に向けた「パリ協定」が昨年末に採択され、温暖化ガスの排出が少ない原発の役割は改めて注目されている。他方、原油安が続けば化石燃料への依存が続く可能性もあり、世界のエネルギー情勢は混沌としている。
　日本政府は原発への依存度を下げ、震災前に３割だった発電比率を30年に２割強にする目標を掲げた。だが古い原発の更新（リプレース）をどうするかなど、長期的にどう利用するかは曖昧だ。
　ほかにも答えが出たとはいいがたい問題は少なくない。高速増殖炉もんじゅや核燃料サイクルの計画を維持するのか。使用済み核燃料から出る核のごみの処分地をどこにするのか。
　福島の事故を絶えず問い直し、原発の安全性を高めると同時に、原発のありようも含めたエネルギー利用の長期展望を日本は示していかなくてはならない。
産経新聞2016.3.11 05:02更新 
【主張】３．１１　被災地の自立導く支援を　課題克服を社会の手本に
　５年がたった。
　〈かりそめに死者二万人などといふなかれ　親あり子ありはらからあるを〉　長谷川櫂。
　「はらから」は兄弟姉妹のことだ。それぞれが異なる境涯に生きた犠牲者を、「約」や「およそ」では数えられない。
　東日本を襲った大地震と大津波による死者は１万５８９４人、行方不明者は２５６１人（いずれも３月１０日現在）にのぼる。いつ来てもおかしくない震災への備えを再確認し、命の重さを胸に刻む「鎮魂の日」としたい。
　≪「鎮魂」と「備え」を胸に≫
　被災地は「２０年、３０年後の日本を映す鏡」といわれる。人口減少や高齢化、地場産業の消沈という悪循環は震災前からあった。
　復興とは、震災でより鮮明になった地方の課題に処方箋を示す作業でもある。
　「集中復興期間」が３月末で終わり、政府は平成２８年度からの５年間を総仕上げの「復興・創生期間」と位置づける。いまなお原発事故の影響を受ける福島などは例外としても、これからの支援は被災地の自立を導くものでなければならない。
　岩手県釜石市では２５年、国の復興支援員制度を活用して「釜石リージョナルコーディネーター協議会（釜援隊）」という組織が設立された。Ｕターン者や市外、県外から移り住んだ隊員１３人が行政と住民の間に入り、行政の手が回らないコミュニティーの再建や地域振興を支えている。
　隊員の山口政義さん（３４）は東京の映像製作会社を辞め、福井の地域おこし団体での活動を経て釜石に移住した。高齢者の多い地区を拠点に、避難生活で希薄になったコミュニティーの再生に力を注ぐ。「住民が進んで地域づくりに参加するには祭事の復活が必要」と、震災で途絶えた伝統の「釜石さくら祭り」に目をつけた。
　津波で散逸した資料の収集や道具類の復旧、地域内での継承活動を住民と行い、昨春に祭りは復活した。住民に一体感が生まれ隊員との信頼感も深まったという。
　震災を境に減った市の人口は約３万７千人、高齢化率３４・０％は全国平均を約１０ポイント上回る。漁船は津波で９割が被災した。足元の産業や経済をどう立て直すかが最大の課題である。
　Ｕターン組の久保竜太さん（３２）は昨年５月に県内の企業を退社し、活動を始めた。釜石の自然を活用して観光客を誘致する「グリーンツーリズム」の開拓が専門分野だ。「これからの復興支援には、ビジネスの観点や経営感覚も必要」と考え、将来の起業も視野に入れる。別の隊員は「復興支援は新たなフェーズ（段階）を迎えている」と話した。
　国の予算で成り立つ釜援隊はいずれなくなる。住民が自らの足で歩ける仕組みを今のうちに構築できるか。時間との勝負だ。
　≪地域の資源に活路あり≫
　釜石産の食のブランド化を目指す取り組みはその好例だ。海の幸を詰め込んだ海鮮まんじゅう「釜石　海まん」は、大手飲料メーカー、キリングループの支援を得た地元の水産業者らによる研究会が企画した。助成金の申請手続きや関係者の意見調整は釜援隊創設時から活動する中村博充さん（２９）が担った。研究会メンバーで昨秋に設立した株式会社では代表取締役を務める。「取る」「加工する」の漁業から、商品開発や市外への販路開拓まで手がける新しい形の漁業へと模索が続く。
　人口減少と高齢化に悩む地方では、産業構造の転換が避けられない。釜石のように、１次から３次産業までを一つの地域でまかなう仕組みがあれば、アイデアを持った若者らが外部から参加する余地を生み、雇用も生まれる。地域の資源をてこに経済的に自立できるモデルケースとなるはずだ。
　岩手県陸前高田市では高台造成と区画整理の完了が３年先と見込まれる。被害が大きかった地域では、いまだに「この震災」である。だが震災で受けた打撃を、新たな基盤を構築するための好機と捉えられないか。
　震災で浮かび上がったのは、日本社会のひずみである。被災地がその解決策を模索することにも、復興プロセスの意義はある。先進的な取り組みを、日本の社会全体が後追いする日もいずれ来るだろう。被災地がそのモデルを内外に示し、本当の「復興」に胸を張れる日が来ると信じたい。
社説　３・１１から５年　故きを温ね次に備える

東京新聞　2016年3月11日

　巨大地震の恐怖に向き合わねばならぬことは、日本列島に暮らすわたしたちの宿命である。東日本大震災の教訓を風化させず、次に備えねばならない。

　渥美半島の先端近く、太平洋に面する愛知県田原市の堀切地区に「かいがらぼた」と呼ばれる江戸時代の盛り土が残っている。

　海岸沿いに二・五キロほど、高さは地面から三メートル程度。頂上部分で海抜十メートルほどになるという。

　一八五四年の安政東海地震で大きな津波被害を受けた後、先人たちが土砂と一緒に貝殻を積み上げて築いたと伝えられる。今でいうところの防潮堤である。

◆先人が残したもの

　草木に覆われ、海岸の風景に溶け込む何げない盛り土だが、確かに浸水抑制に効果のあることが近年、科学的に示された。

　田原市が二〇一二年に行った東海・東南海・南海の三連動地震が起きた場合の被害想定調査では、堀切地区は津波による浸水がないと予測された。ところが、かいがらぼたを除去した地形データを使ったシミュレーションでは、安政東海地震の時と同じように浸水するという結果が出たのである。

　もちろん、もっと規模の大きな地震を想定すれば、かいがらぼたで津波を食い止めることはできない。だからといって、先人の遺産を軽視することはできないのである。

　かいがらぼたの存在は、そこが津波被害に遭った場所であることを目に見える形で教えている。それは、心の準備につながる。その地区の子どもたちは大震災後、揺れたら一キロほど先の高台まで全力で走る訓練を繰り返してもきた。

　いざというとき、一人一人が自分の命を守る基本動作ができるかどうか。東日本大震災で再確認した最も大事な教訓である。

　そこでは何が起きうるのか。まずは、災害の痕跡が発するメッセージに謙虚に耳を傾けよう。

◆繰り返す南海トラフ

　東日本大震災の大津波は仙台平野を奥深くまで襲い、思ってもみなかった場所にまで大きな被害をもたらした。想定外だったと言っていいのだろうか。

　海岸から四キロ入った所でも、地面を掘り返せば砂が出る。それが貞観地震（八六九年）の津波で運ばれた砂であることも分かっていた。つまり、その一帯がかつて大津波に襲われた場所であることは分かっていたのである。

　災害の痕跡を軽視していたことが福島第一原発事故にまでつながったことを忘れてはならない。

　大地に刻まれた災害の痕跡、文献に残る記録から列島の宿命として警戒しなければならないのが東海・東南海・南海の三連動地震、南海トラフ巨大地震である。

　「日本書紀」に記録が残る白鳳地震（六八四年）以降だけでも駿河湾から四国沖を震源とする巨大地震は九回も起きている。

　最後に起きたのは一九四四年の昭和東南海地震と四六年の昭和南海地震。これまでの知見から、次がいつ起きてもおかしくないと覚悟しなくてはならない。

　どんな被害が予想されるか。

　これまでの大地震の経験から、地震の被害は、場所によって形態が大きく変わることが分かる。

　例えば、九五年の阪神大震災では建物被害で多くの犠牲者が出たが、東日本大震災は津波被害が突出した。あるいは東日本大震災でも、東京湾岸では液状化による被害が大きくなった。

　同じ津波でも、東日本大震災よりも震源が近い南海トラフ地震なら、到達時間は早くなろう。津波到達より前に河川の堤防が崩れて浸水する恐れもある。

　地震史は、つまり、予断を持ってはいけないと教えている。

　東日本大震災では、津波を封じ込めるべく造られた新しい防潮堤が破壊され、古い防潮堤が持ちこたえた事例も知られる。防潮堤が高い場所ほど逃げ遅れの犠牲が目立つという傾向も見られた。

　物だけでは守れない。行動を忘れるな、ということだろう。

　国土交通省東北地方整備局の防災ヘリコプターは地震発生直後、乗員が機転を利かして格納庫の壊れたシャッターを切断し、仙台空港が津波にのみ込まれる前に離陸できたことで脚光を浴びた。同整備局が後にまとめた「災害初動期指揮心得」には「備えていたことしか、役には立たなかった。備えていただけでは、十分ではなかった」とある。最後にものをいうのは、一人一人の状況判断と応用力、ということである。

◆史実には謙虚に

　温故知新という通り、地震対策も、故（ふる）きを温（たず）ねて次に備えることが欠かせない。心構えに必要な教訓は歴史の中から、五年前のつらい経験の中からいくつでも見つけ出すことができるはずである。

　何が起きうるのか。史実を謙虚に見詰め、その日に備えよう。

しんぶん赤旗2016年3月11日(金)

主張　東日本大震災５年　被災者に寄り添った政治こそ

　東日本大震災の発生からきょうで丸５年です。約１万６０００人の命が奪われ、約２５００人が行方不明となった大惨事から５年―。復興の歩みはまだまだ遅々としており、被災地の現状は深刻です。ストレスなどによる「震災関連死」は３４００人を超え、原発事故で故郷を追われた人たちの帰還の見通しもたたないなど震災は現在も進行中ともいえる状況です。被災地の苦難を直視しない安倍晋三政権の姿勢にいら立ちの声があがります。国は、被災者の願いを正面から受け止め、寄り添った支援を、抜本的に強めるべきです。

「人災」は許されない

　５年前の午後２時４６分、日本の観測史上最大のマグニチュード９の巨大地震が東北３県をはじめ東日本一帯を襲い、大津波が東北や関東の沿岸部をのみ込みました。激しい揺れと津波により東京電力福島第１原発は制御不能に陥り、極めて深刻な原子力事故は、いまだ収束のめどもたちません。

　世界の災害史上でも前例のない複合的で広域的な大災害は、５年たっても、さまざまな形で被災者と被災地に大きな苦難をもたらしています｡むしろ時がたつにつれ､避難生活の長期化などによって新たな問題が次々噴出しています。

　１７万人以上がいまも自宅を確保できず、不自由な避難生活を強いられている状況は、あまりにも異常です。遅れていた災害公営住宅の建設と入居もようやくすすんできましたが、家賃負担などがネックとなり、入りたくても入居できない被災者が生まれています。

　一部自治体で仮設住宅閉鎖の動きも出るなか、再び行き場を失う被災者が出かねない状態です。低所得者への家賃補助などを検討している自治体もありますが、財源確保に頭を悩ませています。被災者の住まいを保障するため国は財政など、積極的支援をすべきです｡

　災害公営住宅に入居した人の人的つながりが薄れたり、仮設住宅に残された人が話し相手をなくしたりして、孤立を深め「孤独死」にいたる状況ほど、悲惨で痛ましいことはありません。大災害のなかで九死に一生を得た人たちが、復興のなかで必要な支援を受けることもなく命を落とすなどというのは、まさしく「人災」です。高齢者だけでなく、困難を抱える働き盛りの人たちの心身のケアを抜本的に強めることが急務です。

　被災者が疲弊して体調を崩す人が多いなか、医療費負担の重さは大問題です。生業（なりわい）の回復が遅れ収入もままならない被災者に、必要な医療を保障するためには医療費負担の軽減措置が不可欠です。

　国は医療・介護体制の整備とともに、負担減免措置の復活を検討すべきです。

支援必要な人がいる限り

　安倍政権は今年度で「集中復興期間」を終え、新年度から「復興創生期間」にするとしていますが、被災地支援を縮小させる「区切り」にしてはなりません。支援を必要としている人がいる限り、支援を充実させることはあっても手を緩めることがあってはなりません。

　被災地の暮らしと経済をさらに苦境に追い込む来年４月からの消費税増税や、被災地の農業・水産業を直撃する環太平洋連携協定（ＴＰＰ）を推し進めることなど絶対に許されません。被災者が明日への希望の持てる政治への転換がいよいよ必要となっています。

社説　原発事故から５年　許されぬ安全神話の復活

朝日新聞デジタル2016年3月10日（木）付

できるだけ早く原子力発電に頼らない社会を実現すべきだ。

東日本大震災と福島第一原発の事故が起きてから、明日で５年になる。私たちは社説で改めて、「原発ゼロ社会」の実現を訴えていく。

大津地裁はきのう、関西電力高浜３、４号機（福井県）の運転を差し止める仮処分決定を出した。稼働中の原発を司法が止めるのは初めてのことだ。

安倍政権は、福島の原発事故の教訓をできる限り生かしたとは到底言えない。原発政策を震災前に押し戻し、再稼働へ突き進もうとしている。

今回の地裁の判断は、なし崩しの再稼働に対する国民の不安に沿ったものでもある。安倍政権は、原発事故がもたらした社会の変化に真摯（しんし）に向き合い、エネルギー政策の大きな転換へと動くべきである。

■新基準にも疑問

高浜をめぐっては昨年４月にも福井地裁が再稼働を禁じる仮処分決定を出した。

約８カ月後に別の裁判長が取り消したとはいえ、原子力規制委員会が「新規制基準に適合している」と判断した原発の安全性が２度にわたり否定された。

昨年４月の際、原発推進の立場からは「特異な裁判長による特異な判断」との批判もあったが、もはやそんなとらえ方をするわけにはいかない。

今回の決定は、事故を振り返り、環境破壊は国を超える可能性さえあるとし、「単に発電の効率性をもって、甚大な災禍とひきかえにすべきだとは言い難い」と述べた。

そのうえで事故原因の究明について関電や規制委の姿勢は不十分と批判。規制委の許可がただちに社会の安心の基礎となるとは考えられないと断じた。

新たな規制基準を満たしたとしても、それだけで原発の安全性が確保されるわけではない。その司法判断の意味は重い。

安倍政権は「規制委の判断を尊重して再稼働を進める方針に変わりない」（菅官房長官）としている。だが、事故後の安全規制の仕組み全般について、司法が根源的な疑問を呈した意味をよく考えるべきだ。

■問われる避難計画

朝日新聞は２０１１年７月に社説で「原発ゼロ社会」を提言した。当面どうしても必要な原発の稼働は認めるものの、危険度の高い原発や古い原発から閉めて２０～３０年後をめどにすべて廃炉にするという考えだ。

実際にはこの５年のうち約２年１カ月は国内の原発がすべて止まっていた。当初心配された深刻な電力不足や経済の大混乱は起きず、「どうしても必要な原発」はさほど多くないことがわかった。再稼働の条件は厳しく設定すべきである。

原発の即時全面停止や依存度低減といった脱原発を求める世論が高まり、先月の朝日新聞の世論調査でも過半数が再稼働に反対している。

安倍政権は当初は「原発依存度の低減」を掲げたが、徐々に新たな「安全神話」を思わせる言動が目立っている。

安倍首相は１３年、東京五輪招致で原発の汚染水状況を「アンダーコントロール（管理下にある）」と世界にアピールした。規制委の新基準についても国会で「世界一厳しい」と持ち上げた。だが、今回の地裁決定は、その基準も再稼働の十分条件ではないとの判断を示した。

さらに避難計画の不備はかねて懸念の的だった。新基準に避難計画は入っておらず、規制委の審査対象になっていない。

高浜の場合、福井、京都、滋賀の３府県にまたがる約１８万人が避難を余儀なくされるが、再稼働前に計画の実効性を確かめる訓練も実施されなかった。

地裁は「避難計画をも視野に入れた幅広い規制基準をつくる義務が国家にあるのではないか」と投げかけた。政府がただちに答えるべき問いだ。

■国民の重大な関心事

あれだけの事故でありながら原発を推進してきた人たちの責任は明らかになっていない。

大津地裁が言う通り、原発事故を経験した国民は事故の影響の範囲について、「圧倒的な広さとその避難に大きな混乱が生じたことを知悉（ちしつ）している」。

にもかかわらず、政府と電力会社は事故を忘れたかのように再稼働へ足並みをそろえる。

東京電力が炉心溶融の判定基準を今ごろ「発見」したり、九州電力が川内（せんだい）原発の再稼働前に約束していた免震重要棟の建設を撤回したりと、事業者の反省、安全優先の徹底は怪しい。

専門家をうまく使い、事故前のように仲間内で決めようとしているのか。疑念が膨らむ。

原子力政策は難解だが、原発は、人びとの暮らし方、生き方の選択と直結した問題であることを事故は思い起こさせた。

政権と少数の「原発ムラ」関係者たちが、いくら安全神話を復活させようとしても、事故前に戻ることはできない。原発はすでに大多数の国民の、身近で重大な関心事なのである。

社説　高浜差し止め　判例を逸脱した不合理な決定

読売新聞2016年03月10日 03時03分

　裁判所自らが、原子力発電所の安全審査をするということなのか。

　滋賀県の住民２９人が、福井県の関西電力高浜原子力発電所３、４号機の運転差し止めを求めた仮処分申請で、大津地裁が差し止めを命じる決定を出した。

　重大事故や津波の対策、事故時の避難計画の策定などについて、「関電側が主張や説明を尽くしていない」との理由である。

　原子力規制委員会は、福島第一原発事故後に厳格化された新規制基準に従い、１年半をかけて３、４号機の審査を実施した。昨年２月、合格証にあたる「審査書」を交付し、関電は今年１月に３号機を再稼働させた。

　大津地裁は、規制委と同様、関電に原発の安全性の技術的根拠を説明するよう求めた。関電は、審査データを提出し、安全性は担保されていると主張した。

　だが、大津地裁は「対策は全て検討し尽くされたのか不明だ」として、受け入れなかった。

　司法として、関電に過剰な立証責任を負わせたと言えないか。

　最高裁は、１９９２年の四国電力伊方原発訴訟判決で、原発の安全審査は「高度で最新の科学的、技術的、総合的な判断が必要で、行政側の合理的な判断に委ねられている」との見解を示した。

　高度な専門性が求められる原発の安全性の判断で、司法は抑制的であるべきだとする判例は、その後の判決で踏襲されてきた。

　今回の決定も、最高裁判例に言及はしている。だが、再稼働のポイントとなる地震規模の想定などについてまで、自ら妥当性を判断する姿勢は、明らかに判例の趣旨を逸脱している。

　大津地裁が、規制委の新規制基準に疑問を呈したのも問題だ。

　新基準は、第一原発事故を踏まえ厳しくなったにもかかわらず、規制委の策定手法などに対して、「非常に不安を覚える」と独自の見解を示した。原発にゼロリスクを求める姿勢がうかがえる。

　菅官房長官が「世界最高水準の基準に適合するという（規制委の）判断を尊重していく」と強調したのは、もっともである。

　仮処分決定を受け、関電は、再稼働したばかりの高浜３号機を停止する作業に入る。４号機は２月に再稼働したが、直後のトラブルで停止している。

　関電は、大津地裁に対し、保全異議などを申し立てる。それが認められなければ、高裁に抗告することになろう。裁判所には、冷静で公正な判断を求めたい。

社説 高浜差し止め　政府も重く受け止めよ
毎日新聞2016年3月10日　東京朝刊
　東京電力福島第１原発事故から５年の節目を迎えるのを前に、原発に対して高度な安全性を求める司法判断が再び示された。 
　今年１月と２月に相次いで再稼働した関西電力高浜原発３、４号機（福井県）について、大津地裁が運転差し止めを命じる仮処分決定を出した。決定の効力は直ちに生じるため、関電は運転の停止作業に入る。今後の裁判手続きで決定の取り消しや変更がない限り、再開できない。 
　福島の事故後、原発の運転を差し止める仮処分命令は、昨年４月に福井地裁が同じく高浜３、４号機に対して出して以来２例目。運転中の原発停止を命じたのは初めてだ。政府と電力会社は、なし崩し的な再稼働の動きに対する司法からの重い警告と受け止めるべきだ。 
　高浜３、４号機は新規制基準に基づく原子力規制委員会の安全審査に合格した。今回の決定は、新基準自体に合理性がないとまでは述べていない。しかし、合格したとしても、それだけで安全性を保証したものとは言えないという考えを示した。 
　その背景には福島原発事故の原因究明が不十分との認識がある。規制委がその不十分性を容認しているのであれば「新基準にも不安を覚える」と指摘した。その上で、具体的な疑問に対し、電力会社による明確な説明や証明がなければならないと事実上の立証責任を負わせた。 
　さらに決定は、過酷事故の際に、住民の避難計画の策定が再稼働の重要な条件となるという見解も示した。地元自治体ではなく、国が主導して「具体的で可視的な」計画を早急に策定する必要があると述べた。 
　現在、避難計画は安全審査の対象外になっている。このため、国に対し、避難計画を含めた幅広い規制基準の策定を求めるとともに、福島原発事故を経験した今、そういう基準策定の「信義則上の義務」は国にあると言い切った。 
　事故が起きれば、住民は府県境を越えて広域避難する。計画の実効性を高めるには訓練が必要だが、高浜３、４号機は福井県内での防災訓練を実施しただけで再稼働した。 
　毎日新聞は、避難計画の策定や訓練など事故時の対応が再稼働の条件と主張してきた。今回の決定はこうした考えに沿ったものだ。今後の安全審査にも生かしたい。 
　規制委は稼働から４０年を超す高浜１、２号機についても事実上の合格証をまとめた。だが、より新しい３、４号機が差し止められたことを考えると、関電は１、２号機についても厳しい局面に立たされるだろう。 
　福島原発事故の総括をあいまいにしたまま原発回帰を進めようとする政府に再考を求める決定でもある。 
産経新聞2016.3.10 05:03更新 
【主張】高浜原発差し止め　常軌を逸した地裁判断だ
　またも驚くべき司法の判断である。これでは日本のエネルギー・環境政策が崩壊してしまう。
　関西電力高浜原子力発電所３、４号機（福井県）に対し、滋賀県の住民が求めていた運転差し止めの仮処分を大津地裁が認めた。
　高浜３、４号機は福島事故を踏まえて策定された新規制基準に合格して今年、再稼働を果たしたばかりである。
　にもかかわらず、運転を差し止めるということは新規制基準と原子力規制委員会の審査を真っ向から否定したことに他ならない。
　仮処分は即効力を持ち、関電は運転を停止する。司法判断での稼働中の原発停止は前例がない。
　関電は「到底承服できない」として、速やかに不服申し立ての手続きを行う。一日も早く取り消される必要があろう。
　決定の影響は甚大だ。４月からの電力小売り自由化を目前に、関電の供給計画は全面見直しを余儀なくされ、予定された電気料金の値下げも困難になる。近畿圏での企業活動や生活にマイナスの影響が出るのは避けられない。
　原発の安全性をめぐっては、平成４年の最高裁判決で、その適否について、科学的、専門的な知見に基づく行政の合理的判断に委ねるとしている。
　これに対し、今回の決定は、政府の新規制基準による安全性確保が合理的かどうかの説明を関電に求め、「主張および疎明を尽くしていない」と断じた。具体的には耐震性能や津波対策、避難計画などに疑問があると指摘した。
　これが理にかなっているといえるのか。高浜原発の強制停止がもたらす電力不足や電気料金上昇など社会的なリスクの増大にも、目をつむるべきではない。
　司法判断の不可解さには前例がある。２７年には福井地裁が今回と同じ高浜３、４号機に運転差し止めの決定を下したが、８カ月後に取り消した。大津地裁も２６年に高浜３、４号機を含む運転差し止めの仮処分申請を却下している。
　高度に専門的な科学技術の集合体である原子力発電の理工学体系に対し、司法が理解しきったかのごとく判断するのは、大いに疑問である。
　乱訴が続き、基本計画に基づく国のエネルギー政策や温暖化対策が揺らぐ事態を危惧する。原発政策に対する政府の明確な姿勢を今こそ求めたい。
しんぶん赤旗2016年3月10日(木)

主張　福島原発事故５年　拡大する被害を直視してこそ

　２０１１年３月１１日に発生した東日本大震災で東京電力福島第１原発が大きく破壊され、すべての電源が途絶えて冷却できなくなり、建屋も爆発して大量の放射性物質が拡散し、広範囲を汚染した大事故から５年を迎えます。事故を起こした原子炉の内部はいまだによくわからず、廃炉のめども立ちません。県内外で１０万人近い福島県民が避難生活を送り、「関連死」も増え続けています。原発周辺ではふるさとに帰れないままです。原発事故の被害は、５年たっても拡大を続けています。福島切り捨てを許さず､福島から｢原発ゼロ｣を進めていくことが重要です｡

事故ですべてが奪われた

　「原発事故は日常生活のすべてを断ち切り、生きがいも、つながりも奪ってしまった」―原発事故から５年を前に福島県内で開かれた全国革新懇と福島県革新懇主催のシンポジウムで、原発に程近い楢（なら）葉（は）町で被災し、長期間の避難生活を余儀なくされた住民の発言が胸を打ちました。被災地の現実を見て、福島を見捨てないでほしいという切実な訴えです。

　地震と津波に加え、原発事故による放射能汚染…。かつてない大災害に福島原発周辺の住民は震災の救援活動もままならず、目に見えない放射能に追い立てられて避難を余儀なくされました。福島だけでなく、東北地方や首都圏まで汚染拡大が懸念されたほどです。

　昨年行われた国勢調査の結果は、原発に近い大熊、双葉、富岡、浪江の４町で、人口がゼロになったと記録しました。福島県全体でも５年前の調査に比べ、人口が１１･5万人も減っています｡世界有数の｢先進｣国で長期間人口ゼロの町があること自体、前代未聞です。

　福島原発事故は、技術的に未完成な原発が事故を起こせばコントロールできなくなり､時間的･空間的にも社会的にも大きな被害を及ぼすことを浮き彫りにしました。大量の放射性物質が飛び散る原発事故の大きな特徴は、被害がいつまでも拡大し続けることです。

　事故を起こした原発ではいまだに放射性物質による汚染水がたまり続け、周辺へ汚染を拡大しています。事故直後放出された放射性物質で汚染された地域では除染が行われていますが、完全に取り除くのは不可能で、除染が行われない森林や局地的に汚染が深刻なホットスポットが残ります。除染した土などを貯蔵する中間貯蔵施設の建設も難航しています。

　被害の拡大を象徴するのは長引く避難生活の中での「関連死」の増加です。福島県内では震災後亡くなった「震災関連死」が２０００人を超し地震や津波の直接の死者を上回りました。原発事故に関連した「原発関連死」が約７割に上ります。異常極まる事態です。

高浜では運転停止の命令

　福島原発事故から５年を前にした９日、大津地裁は関西電力高浜原発３、４号機の運転差し止めを命じました。運転中の原発への初の停止命令です。１月に再稼働した３号機は運転を停止、２月に再稼働しわずか３日で停止した４号機も運転できなくなります。

　大津地裁の決定が、過酷事故対策など安全が確保されていないと明言しているように、原発の危険性は明らかです。「福島切り捨て政治」と「原発固執政治」を正し、福島でも全国でも「原発ゼロ」を実現していくことが不可欠です。

思いやり予算協定審議入り＝民維賛成へ－衆院
　在日米軍駐留経費の日本側負担（思いやり予算）の支出根拠となる特別協定が１０日、衆院本会議で趣旨説明と質疑が行われ、審議入りした。政府・与党は月内の承認を目指す。
　これに関し、民主、維新両党は同日の合同部門会議で、民主党政権時代に現行の枠組みを決めたことなどを理由に賛成する方針を決めた。（時事通信2016/03/10-17:04）
国と沖縄県、月内協議入り＝辺野古訴訟和解受け
　菅義偉官房長官は１０日午後、沖縄県の安慶田光男副知事と首相官邸で会談した。米軍普天間飛行場（同県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる訴訟の和解条項に盛り込まれた「円満解決に向けた協議」を進めるため、県の地域振興や基地負担軽減を話し合う「政府・沖縄県協議会」を活用することで合意。月内に同協議会を東京都内で開くことを確認した。
　政府側は菅長官のほか岸田文雄外相、中谷元防衛相、島尻安伊子沖縄担当相の関係４閣僚が、県側は翁長雄志知事と安慶田氏が出席する。ただ、辺野古移設を「唯一の解決策」とする政府側と、県外移設を求める沖縄側との溝は深い。政府は和解から３日後の７日に、翁長知事の埋め立て承認取り消し処分の是正を指示した。（時事通信2016/03/10-19:35）2016/03/10-19:35
和解受け、月内に辺野古再協議　政府と沖縄県

共同通信2016/3/10 18:25

　政府と沖縄県は10日、米軍普天間飛行場（同宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる訴訟の和解に基づく協議を3月中に始めると決めた。既存の「政府・沖縄県協議会」の枠組みを活用する。菅義偉官房長官と安慶田光男副知事が官邸で会談し、合意した。

　辺野古移設問題で昨年夏の集中協議以来の話し合いとなる。「辺野古が唯一の解決策」とする政府側と反対を貫く沖縄県側の隔たりは大きく、一致点を得るのは難しそうだ。

　これに先立ち、中谷元・防衛相は参院外交防衛委員会で「協議では、政府の負担軽減の取り組みをあらためて丁寧に説明し、理解が得られるように粘り強く取り組む」と強調した。

辺野古移設 　政府と沖縄県、月内に「円満解決協議」で一致
毎日新聞2016年3月10日　20時12分（最終更新　3月10日　20時21分）
　菅義偉官房長官は１０日、沖縄県の安慶田（あげだ）光男副知事と首相官邸で会談した。米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる政府と沖縄県の和解成立後、両者の会談は初めて。和解条項に盛り込まれた「円満解決に向けた協議」を今月中に開始することで一致した。 
　政府と県は基地負担軽減や経済振興策を話し合う「政府・沖縄県協議会」を１月から開催しており、この枠組みで協議する。菅氏は会談後、記者団に「和解条項については事務方や閣僚間でやる」と語り、協議を積極的に進める考えを強調。安慶田氏も「機会あるごとに話し合いたい」と述べた。 
　政府は協議と並行し、翁長雄志（おなが・たけし）知事による辺野古沿岸部の埋め立て承認取り消しに対する是正指示を出している。両者は和解条項に基づき、新たな訴訟で争う見通しだ。【高本耕太】 
政府と沖縄県 解決に向け今月中に協議開始で一致
ＮＨＫ3月10日 20時20分
菅官房長官は、総理大臣官邸で、沖縄県の安慶田副知事と会談し、アメリカ軍普天間基地の移設計画を巡る裁判での和解が成立したことを受けて、今月中に、菅官房長官と翁長知事らの間で、円満な解決に向けた協議を始めることで一致しました。
アメリカ軍普天間基地の移設計画を巡る国と沖縄県の裁判で和解が成立したことを受けて、政府と沖縄県は、和解条項に従って円満な解決に向けて協議を始めることにしています。
　こうしたなか、菅官房長官は１０日夕方、総理大臣官邸で、沖縄県の安慶田副知事と会談し、今後の協議の進め方を巡って意見を交わしました。
　その結果、菅官房長官や中谷防衛大臣ら関係閣僚と、沖縄県の翁長知事らをメンバーとする「政府・沖縄県協議会」を今月中に開くことを確認したうえで、この枠組みで和解を受けた協議を行うとともに、必要に応じて個別の協議も行うことで一致しました。
　そして、今月中に開催する次回の協議では、普天間基地の５年以内の運用停止や、沖縄県内で最大のアメリカ軍の演習場である北部訓練場の早期返還に向けた今後の協力の在り方などを議題とすることを確認しました。
　菅官房長官は、沖縄県の安慶田副知事との会談のあと記者団に対し、「基本的には、現在ある『政府・沖縄県協議会』の中でさまざまなことを行っていく。協議会の中では、沖縄側からは、普天間基地の５年以内の運用停止や負担軽減について、政府側からは、北部訓練場の返還に向けた取り組みなどについて話をしていく」と述べました。 
衆院議長、アダムズ導入方針＝２０年国勢調査軸に調整へ
　大島理森衆院議長は１０日、小選挙区の「１票の格差」是正に向け、定数配分で人口比をより反映させる「アダムズ方式」を導入することで各党の意見集約を促す方針を固めた。来週早々にも自民党の谷垣禎一幹事長と会ってこうした意向を伝え、党内調整を求める方向。焦点の導入時期は、安倍晋三首相（自民党総裁）が表明した「２０２０年国勢調査後」を軸に調整し、今国会で成立させる関連法案に明記したい考えだ。
　衆院選挙制度改革に関する議長の諮問機関は、同方式の導入を答申に盛り込んだ。共産党を除く野党各党と公明党は受け入れる考えを既に表明。自民党は地方選出議員の大幅削減につながるとして、首相が導入方針を示した後も、党内に根強い異論を抱えている。　
　大島氏は９日のインタビューで「アダムズ方式をどう（自民）党として位置付けるかが一番基本だ。そのことを中心に努力いただけるかと思う」と指摘。自身が裁定に乗り出すことには現時点で慎重な姿勢を示す一方、「議長はある程度の合意点をつくれるように誘導していく努力をすべきだ」と語った。
　公明党は１５年国勢調査に基づく即時導入を主張しているが、同方式の法案明記を条件に、時期では自民党に歩み寄る可能性を否定していない。公明党の漆原良夫中央幹事会長は１０日の記者会見で「自民党がアダムズ方式を使うのかどうかがはっきりしないと各党との間で協議ができない。大島議長としては（自民党に）同じ土俵に乗ってほしいという調整をされているのだろう」と語った。
　一方、谷垣氏は１０日の政府・与党連絡会議で「公明党と意見交換し、合意を得られるようにしていきたい」と述べ、与党協議に意欲を示した。（時事通信2016/03/10-18:40）2016/03/10-18:40
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大島理森衆院議長　
大島理森衆院議長は10日、衆院選挙制度改革に関し「1票の格差」是正に向けて有識者調査会が提案した新たな議席配分方法「アダムズ方式」の導入を関連法案に明記するよう各党に促す方針を固めた。安倍晋三首相の国会答弁に沿って2020年の国勢調査に基づき導入する方向で調整する。15年の簡易国勢調査では自民党の主張を踏まえ小選挙区の「0増6減」と区割りを見直す見通しだ。

　与党関係者は「新方式を20年に導入するのが基本だ。あとは野党の出方次第だ」と指摘した。人口比をより反映するアダムズ方式の早期導入を求める公明党や野党の対応が焦点となる。

産経新聞2016.3.10 16:35更新 
【衆院選挙制度改革】「今言っていることを最初にやりますと言えば済んだ話だ」　伊吹元議長、自民党に苦言
　自民党の伊吹文明元衆院議長は１０日の二階派総会で、衆院選挙制度改革をめぐり「党内の者がごちゃごちゃ言って変なことをしたから、結局追い込まれた」と述べ、衆院議長の諮問機関が答申した新たな議席配分方式「アダムズ方式」の導入に慎重姿勢を示した自民党の谷垣禎一幹事長や細田博之幹事長代行らに苦言を呈した。
　自民党案は小選挙区の「０増６減」を含む定数１０減を盛り込んだが、アダムズ方式には触れていない。これに野党は反発を強め、自民党も平成３２年の国勢調査を受けてアダムズ方式を導入する方針を固めている。
　諮問機関を設置した当時の衆院議長だった伊吹氏は、安倍晋三首相らが「結果に従う」としていた点を強調。「今言っていることを最初にやりますと言えば済んだ話だ」と自民党の対応を批判した。首相については「全然ぶれていない。これは評価してやらないと」と述べた。
